
カード会員規約
このカード会員規約は、株式会社エムアイカード（以下「当社」と
いいます。）の発行するクレジットカード全て（以下「カード」と
いいます。）に適用されるものとします。尚、一部のカードについ
て特約によりカード会員規約の特則を定めるものとします。

第１章＜一般条項＞
第１条（本会員・家族会員）

１．本会員とは、本規約を承認のうえ当社にカードについての利用
を申し込み、当社がそれを認め入会した方をいいます。

２．家族会員とは、本会員が指定し当社が入会を認めた家族をいい、
生計を同一にする配偶者、親、子（高校生を除く１８歳以上）と
します。本会員は本会員及び家族会員（以下両者を「会員」とい
います。）のカード利用から発生する一切の債務について責任を
負うものとします。

３．本会員は、善良なる管理者の注意をもって家族会員に対し本規
約および適用のある特約を遵守させなければなりません。本会員
は、家族会員が本規約または特約を遵守しなかったことにより生
じた当社の損害を賠償するものとします。

第１条の２（入会時における審査等）
入会の際には、当社所定の審査を行うほか、法令で定める本人確認
等（取引の目的、本人特定事項等）の確認を行います。

第２条（カードの貸与等）
１．当社は、契約日以降、会員の各人１名につき１枚のカードを発

行し、貸与します。なお契約日は、本会員について、当社が所定
の審査の結果、入会を承認した日をいいます。この契約日は、当
社から本会員に別途通知いたします。

２．会員は、カードを貸与されたとき直ちにカード署名欄に自署し、
本規約に従い、善良なる管理者の注意をもって、カード及びカー
ド情報（カード番号、有効期限等、カードを利用する際に用いら
れるカード券面に記載、記録された情報をいいます。以下同じ）
を保管・使用するものとします。

３．カードの所有権は当社に属します。会員は、カードを他人に譲
渡、質入れその他の担保提供、貸与、その他の処分、占有の移転
を行ってはならないものとします。また、カード情報につき、他
人に使用を許諾し、他人が不正に使用することを知りつつ他人に
教示し、その他金融目的等のためにこれを利用してはなりません。

４．カードがＩＣチップを搭載したものである場合、会員はＩＣチ
ップの破壊、分解等をしてはならず、ＩＣチップに格納された情
報の漏洩、複製、改ざん、解析等を行わないものとします。

５．会員が、カードを受け取った後で本規約を承認しない場合には、
利用開始前、直ちにカードを切断したうえで当社に返却するもの
とします。

６．本条２項、３項及び４項の規定は、会員が退会し、または会員
資格を喪失したときでも、カードを当社に返却するまでは有効に
存続するものとします。

第３条（暗証番号）
１．本会員は、カードの暗証番号（４桁の数字）を所定の方法によ

り当社に申し出て、当社は所定の方法により登録するものとしま
す。尚、当社は、家族会員のカードの暗証番号も本会員が申し出
たものとして取り扱います。

２．本会員は、暗証番号を申し出る場合、数字の組み合わせとして、
同一数字の４連続など法則性を推知されやすいもの、または会員
等の生年月日、電話番号など第三者に容易に推測されやすいもの
を避けるものとします。また、会員は、登録された暗証番号を他
人に知られないよう、善良なる管理者の注意をもって管理するも
のとします。

３．本会員から暗証番号の申し出がない場合、または本会員から申
し出があった暗証番号につき当社が暗証番号として不適当と判断
した場合は、当社が任意に選定した暗証番号を登録し、または登
録済みの暗証番号を変更することがあり、その場合は通知するも
のとします。但し、当社は、暗証番号が不適切であることを確認
する義務、その登録を拒否する義務は負いません。

４．暗証番号の選定または管理に関し会員の故意または過失があり、

これにより損害が生じた場合には、その損害については会員が負
担するものとし、暗証番号の利用による一切の債務の支払の責務
を負うものとします。

５．暗証番号の変更にはカードの再発行が必要となります。尚、本
会員が暗証番号の変更を希望される場合は、再発行手続きの申し
出とともに、第１３条に定める再発行手数料を本会員が支払うも
のとします。

第４条（カード有効期限）
１．カードの有効期限は、当社が指定する日までとし、原則として

カードに表示した年月の末日までとします。
２．カードの有効期限１カ月前までに本会員より申し出がなく、当

社が引き続き会員として認める場合は、有効期限を更新した新た
なカードを発行し、貸与するものとします。但し、長期間のカー
ドの利用がないことその他の事情により、当社が審査の結果、カ
ードの有効期限の更新を相当でないと認めるときは、当社は、カ
ードの更新をしない、または有効期限を更新したカードの発行を
行わない場合があります。これらの場合、当社は有効期限の経過
後、当社が適当と認める時期に退会処理できるものとします。

第５条（カードの利用）
１．カードは、会員本人のみが利用できます。
２．会員は、本規約を承認のうえ当社が認める加盟店（以下「加盟

店」といいます。）で、商品・権利の購入並びにサービスの提供（以
下「ショッピング」といいます。）を受けることができます。

３．当社が認めた会員は、当社が提携している金融機関等の現金自
動貸出機（ＣＤ）または現金自動預払機（ＡＴＭ、以下ＣＤとＡ
ＴＭを総称して「ＡＴＭ等」といいます。）を使用して、キャッ
シングサービスを受けることができます。尚、ＡＴＭ等の設置さ
れた金融機関等の営業時間やシステム保守等により、利用できな
い時間帯があります。

第６条（カードの利用可能額）
１．カードの利用可能額は、本会員、家族会員の利用可能額を合計

して、当社が審査し決定した額までとし、これを「カード利用可
能額」といいます。

（１）カード利用可能額のうちキャッシング利用代金の合計残高は、
会員の利用額を合計してカード利用可能額の範囲内で当社が定
めた金額以内とし、この金額を「キャッシング利用可能額」と
します。

（２）カード利用可能額のうち、本規約第３１条２項において定め
る「ボーナス１回払い」、同３項において定める「分割払い」、
同４項において定める「ボーナス時支払額指定分割払い」、同
５項において定める「リボルビング払い」によるショッピング
利用代金の合計残高は、会員の利用額を合計してカード利用可
能額の範囲内で当社が定めた金額以内とし、この金額を「割賦
利用可能額」とします。尚、第３１条１項において定める「１
回払い」によるショッピング利用代金はこれに含まないものと
します。

（３）カード利用可能額のうちリボルビング払いによるショッピン
グ利用代金の合計残高は、会員の利用額を合計してカード利用
可能額の範囲内で当社が定めた金額以内とし、且つ割賦利用可
能額を超えない範囲で定めるものとします。この金額を「ショ
ッピングリボルビング払利用可能額」とします。

２．カード利用可能額及び本条１項（１）（２）（３）に定める各利
用可能額は、当社が必要または適当と認めた場合には、増額ある
いは減額することができます。

３．会員は、当社が特に認めた場合を除き、カード利用可能額を超
えるカードの利用はできません。尚、カード利用可能額を超えて
利用した場合でも、本会員はその一切の債務について責任を負う
ものとします。

４．本会員が当社から本会員として複数枚のカードの貸与を受けた
場合、その本会員としての利用可能額（以下「総合利用可能額」
といいます。）を別途定めます。総合利用可能額は原則としてカ
ード毎に定められたカード利用可能額のうち、最も高い金額とし
ます。その際、複数枚のカード利用代金の合計残高が総合利用可
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場合があることを了承するものとします。この場合、本会員は本
規約に基づく債務を当社の指定する方法にて支払うものとします。
また、遅滞なく支払のための預金口座等を当社に届け出るものと
します。

９．本会員は、当社に対し、利用明細書の再発行を依頼できるもの
とします。この場合本会員は、本条第３項に準じて当社の定める
所定の手数料を支払うものとします。

第９条（遅延損害金）
１．（１）会員が、ショッピング支払金の支払いを遅滞したときは、

支払期日の翌日から支払日に至るまで当該債務に対し、年
１４．６％を乗じた額の遅延損害金を支払うものとします。但し、
１回払い及びリボルビング払い以外の場合、当該遅延損害金は当
該債務に対し、法定利率を乗じた額を支払うものとします。

（２）会員が、ショッピング支払金の支払い期限の利益を喪失した
ときは、期限の利益喪失の日の翌日から完済の日に至るまで、当
該債務の残金全額に対し、年１４．６％を乗じた額の遅延損害金
を支払うものとします。但し、１回払い及びリボルビング払い以
外の場合は、当該債務の残金全額に対し、法定利率を乗じた額の
遅延損害金を支払うものとします。

２．会員が、キャッシング支払金の支払いを遅滞したときは、支払
期日の翌日から支払日に至るまで遅滞したキャッシング支払金の
元本債務に対し、年１９．９４％を乗じた額の遅延損害金を支払
うものとします。また期限の利益を喪失したときは、期限の利益
喪失の日の翌日から完済の日に至るまで残債務（元本分）の全額
に対し、当社所定の利率の割合による遅延損害金を支払うものと
します。尚、前述の利率は、１年を３６５日として計算するとき
の利率となります。

３．（１）会員が、第１項または前項のいずれにも該当しない金銭
債務（以下「その他支払金」といいます。）の支払いを遅滞した
ときは、支払期日の翌日から支払日に至るまで当該債務に対し、
年１４．６％を乗じた額の遅延損害金を支払うものとします。

（２）会員が、その他支払金の支払い期限の利益を喪失したときは、
期限の利益喪失の日の翌日から完済の日に至るまで、当該債務の
残金全額に対し、年１４．６％を乗じた額の遅延損害金を支払う
ものとします。

４．遅延損害金率は、金融情勢等の事情により本会員に通知して変
更する場合があります。変更した場合の料率は、変更後の新規利
用分から適用します。

第１０条（支払額の充当方法）
１．会員により支払われた金額の本規約に基づく債務への充当方法

は、次に掲げるものによる他、割賦販売法の規定に準拠するもの
とします。

（１）期限未到来のものと期限が到来したものがある場合には、期
限が到来したものから充当する。期限が到来したもののうちで
は請求年月の古いものから充当する。

（２）同一の請求に係るものについては、当社所定の順序による。
２．（１）本会員は、本会員の支払った金額が、本規約及びその他

の契約に基づき、当社に対して負担する一切の債務を完済させる
に足りないときは、本会員への通知なくして、当社が適当と認め
る順序・方法によりいずれの債務に充当しても、異議ないものと
します。

（２）本会員が、本規約及びその他の契約に基づき、当社に対して
支払うべき金額を超えて支払った場合は、本会員への通知なくし
て、当社が適当と認める順序・方法によりいずれの期限未到来債
務にも充当することができるものとします。但し、本会員が当社
に対し返金を求めたときには、この限りではないものとします。

（３）本会員に対し返金の必要が生じた場合、当社は第８条に従い
届け出られた預金口座宛に振込む方法、その他適宜の方法によっ
て行うことができるものとします。この場合、当社は、返金に要
する費用を控除して返金できるものとします。

第１１条（日割計算の場合の方法）
第９条・第３１条・第４０条において日割による計算をするときは、
当該年率を基礎として、１年を３６５日とする日割計算を行います。

能額を超える利用も、当社が特に認めた場合を除き、総合利用可
能額を超えるカードの利用はできません。尚、総合利用可能額を
超えて利用した場合でも、本条３項と同様に本会員はその一切の
債務について責任を負うものとします。

第７条（年会費）
会員は、当社に対し、別に特約等で定める場合を除き、毎年、所定
の年会費を支払うものとします。尚、支払い済みの年会費は事由の
如何にかかわらず返却しないものとします。

第８条（代金の決済）
１．本会員は、ショッピングの利用代金及び手数料等（以下「ショ

ッピング支払金」といいます。）・キャッシングの融資金及び利息
等（以下「キャッシング支払金」といいます。）その他、本規約
に基づく会員の当社に対する一切の支払債務（以下これを総称し
て「カード利用による支払金等」といいます。）を、当社が毎月
５日に締め切り、本規約に定めた内容で、本会員の届け出の住所
に送付する利用明細書に基づき支払うものとします。尚、利用明
細書の送付後、当社所定の期日までに返品等により支払金額に変
更が生じたことを認識した場合には、金額を修正して再度、利用
明細書を送付することがあります。その場合、本会員は金額を修
正した利用明細書に基づき支払うものとします。本会員は、利用
明細書の内容について不明な点がある場合には、到着後一週間以
内に当社に連絡するものとします。連絡のない場合には、利用明
細書の内容を承認したものとみなします。但し、ショッピング支
払金及びキャッシング支払金については、利用した加盟店等の集
計の都合により請求及び支払いが翌月以降になる場合があること
を、会員は予め了承するものとします。

２．当社は、前項に定めるところにより本会員宛に利用明細書を送
付したときには、以下の事由を除き、当社に対し、利用明細書の
発行及び送付に係る手数料（以下「明細書発行手数料」といいま
す。）として当社が別に定める額を支払うものとします。
①キャッシングの利用が含まれる場合、その他利用内容等により

当社が不要と判断した場合。
②その他、当社が別に定めた場合。

３．明細書発行手数料は、利用明細書の発行が行われた月を基準に
して、本条第４項または第５項に定める支払期日までに、当社指
定の方法により支払うものとします。

４．支払いは原則として、当社指定の金融機関の中から本会員が予
め届け出た本会員名義の預金口座等より自動振替で支払うものと
します。自動振替による支払期日は、締切日の属する月の２６日
とします。但し、支払期日が金融機関休業日の場合は、翌営業日
とします。

５．自動振替の口座登録が完了していない場合、支払を遅滞した場
合等、当社が特に認めた場合は、会員は、当社が指定する口座に
振込む方法等の当社が指定した方法により支払うものとします。
なお口座登録が完了していない場合の支払期日は、締切日の属す
る月の末日とします。但し、支払期日が金融機関休業日の場合は、
当社が利用明細書で指定する条件に従い支払うものとします。

６．海外におけるカードの利用代金が、外国通貨建ての場合、当社
所定の方法により、円換算して支払うものとします。尚、日本国
外でカードを利用する場合、現在または将来適用される外国為替
及び外国貿易管理に関する諸法令等により、許可書、証明書その
他書類を必要とする場合には、当社の要求に応じてこれを提出す
るものとし、また、日本国外でのカードの利用の制限もしくは停
止に応じることがあるものとします。

７．第４項の規定にかかわらず、予め当社が特に認める場合には、
本会員以外の別個人名義の預金口座等（この場合も原則、本会員
の配偶者である家族（会員）名義の預金口座等とします。）を届
け出ることができるものとします。

８．本会員が本会員以外の方の名義に係る預金口座等を振替口座と
して届け出た場合において、届け出た預金口座等の名義人（当該
預金口座に関する管理権限を有する方を含むものとします。）よ
り当社に対して当該預金口座に対する請求行為等を停止するよう
に申し入れがあった場合に、予め通知することなく当社が応じる
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むを得ない事情があるときは、この限りではないものとします。
３．本会員は、その財産、収入、信用（住民票の取得を含みます。）

等を当社または当社の委託する者が調査しても何ら異議ないもの
とします。

第１５条（規約の有効期間）
１．本規約の有効期間は、第１９条１項に定める会員都合により会

員が退会したとき、第２１条により会員が会員資格を喪失したと
き、その他の理由により会員が退会もしくは会員資格を喪失した
ときに終了するものとします。但し、第２条６項の場合を除きま
す。

２．前項の場合でも、当社に対する残債務を完済するまでの間は、
本規約が適用されます。

第１６条（規約の変更）
当社は、合理的な期間の予告期間を設けて、本会員に対してあらか
じめ通知し、又は当社のウェブサイトにおいて変更内容を告知する
ことにより、本規約及び特約を変更することができるものとします。

第１７条（期限の利益の喪失）
１．本会員は、次のいずれかの事由に該当したときは、当社からの

通知・催告等がなくても当然に期限の利益を失い、直ちに残債務
の全額を履行するものとします。

（１）ショッピング支払金の支払いを遅滞し、当社から２０日以上
の相当な期間を定めて書面で催告されたにもかかわらず、その
期間内に支払いがなかったとき。

（２）自ら振り出した手形・小切手が不渡りになったとき、一般の
支払いを停止したとき、または銀行取引停止になったとき。

（３）差押・仮差押・仮処分の申し立てを受けたとき、保全差押・
滞納処分を受けたとき、もしくは競売の申請または破産・民事
再生・特定調停その他債務整理のための法的手続きの開始また
は申し立てがあったとき。

（４）キャッシング支払金の支払いを１回でも遅滞したとき。但し、
利息制限法１条１項に規定する利率を超えない範囲においての
み効力を有するものとします。

（５）第２６条１項もしくは２項のいずれかに該当した場合、また
は第２６条１項もしくは２項の規定に基づく確約に関して虚偽
の申告をしたことが判明した場合のいずれかであって、当社と
のカード会員契約を継続することが不適切であると当社が認め
るとき。

２．会員は、次のいずれかの事由に該当したときは、当社の請求に
より本規約に基づく債務について期限の利益を失い、直ちに残債
務の全額を履行するものとします。

（１）虚偽の申告があったとき。
（２）商品や権利の購入、または役務の受領が会員にとって商行為

（但し、業務提供誘引販売個人契約は除きます。）となる場合で、
ショッピング支払金の支払を１回でも遅滞したとき。

（３）商品の質入れ・譲渡・賃貸その他通常の用法を超えて当社の
所有権を侵害する行為をしたとき。

（４）本会員の経営する法人につき、破産・民事再生・特別清算・
会社更生・特定調停その他倒産手続きの申し立てまたは解散そ
の他営業の廃止があったとき。

（５）会員が本規約上の義務に違反し、その違反が本規約の重大な
違反になるとき。

（６）本会員の信用状態が著しく悪化したとき。
（７）カードに搭載されたＩＣチップの破壊、分解等を行い、また

はＩＣチップに格納された情報の漏洩、複製、改ざん、解析等
を行ったとき。

第１８条（費用等の負担）
会員は、支払金等の支払いに要する費用、支払いを遅滞した場合の
催告に要する費用等、カード利用または本規約に基づく所定の費
用・手数料を負担するものとします。但し、キャッシングサービス
に関する費用等の負担については、本規約第３章（キャッシング条
項）に別途定めるものとします。

第１９条（会員の都合による退会）
１．本会員が都合により退会するときは、同時に家族会員も退会と

但し、その計算は出資法など関連法令の定める範囲内で行うものと
します。

第１２条（カードの紛失・盗難等）
１．カード利用代金については全て本会員が支払義務を負うものと

します。
２．前項の規定にかかわらず、会員がカード及びカード情報を、紛

失した場合、盗難にあった場合、もしくは詐取その他不正取得さ
れた場合（以下「紛失等」といいます。）は、直ちに当社宛まで
連絡をするとともに（カードの紛失または盗難の場合には最寄の
警察署に届け出を行うことも要するものとする）、その後速やか
に当社に対して所定の紛失等に係る届けを提出した場合には、次
項に定める場合を除き、紛失等の後に他人によりカード利用がな
されたものについて、会員は支払いの責を負わないものとします。

３．前項の規定にかかわらず、次の場合には、会員は支払いの責
を負うものとします。 

（１）会員の故意または重大な過失により紛失等が生じた場合。 
（２）本規約に違反している状況において、紛失等が生じた場合。 
（３）会員の家族・同居人等、会員の関係者自らにより、もしくは

これらの方が第三者に協力することで利用された場合。 
（４）戦争・地震等、著しい社会秩序の混乱の際に紛失等が生じた

場合。 
（５）会員が当社の請求する書類を提出しない、または、当該書類、

前項に定める連絡もしくは届出等に関して虚偽の申告をした場
合（重要な事実を告げない場合を含む）、あるいは当社の行う
被害状況の調査に対する協力を拒んだ場合。 

（６）前項に定める紛失等の連絡を当社が受理した日より６１日以
前に当該カードが利用されていた場合。但し、当該連絡の時期
について会員に責任がないと当社が認めた場合は、この限りで
はないものとします。 

（７）紛失等による第三者の利用が、会員の故意または過失による
会員の個人情報（生年月日や電話番号等）漏洩と因果関係のあ
る場合。 

（８）利用の際、使用された暗証番号と登録された暗証番号が一致
している場合。但し、登録された暗証番号の選択または管理に
おいて会員に責任がないと当社が認めた場合は、この限りでは
ないものとします。 

（９）会員において過去に今回の紛失等とは別に紛失等が生じてお
り、当該過去の紛失等が会員の過失に起因する場合。 

（１０）会員が当社に届け出ている連絡先になされた当社による利
用確認の通知に対して認証されたうえで、利用された場合。但
し、認証されたことについて会員に責任がないと当社が認めた
場合は、この限りではないものとします。 

（１１）カード裏面に会員自らの署名のない場合。
第１３条（カードの再発行） 

カードの紛失等・汚損・破損・会員の暗証番号相違によりカードの
利用ができなくなったとき、カード情報を紛失等したとき、その他
当社の定める事由が生じた場合は所定の手続きを行い、当社が会員
の支払状況、本規約の遵守状況等を考慮し、適当と認めた場合に限
りカードの再発行を行います。この場合、会員は自己に貸与された
カードの他、家族カードの再発行についても、所定の再発行手数料
を支払うものとします。但し、当社が特に認めた場合は支払を免除
することができるものとします。 

第１４条（届出事項の変更・調査）
１．本会員は、氏名・住所・メールアドレス・電話番号・勤務先・

職業・年収・支払預金口座・取引を行う目的・家族会員に関する
情報等に変更が生じた場合は、遅滞なく所定の届出書により、当
社に通知するものとします。尚、届出に必要な相当の期間内に届
出事項変更の連絡がない場合は、カードの利用停止措置等当社が
適当と認める措置をとることがあります。

２．本会員は、前項の氏名及び住所変更の通知を怠った場合、当社
からの通知または送付書類等が延着または不到着となっても当社
が通常到達すべきときに到達したものとみなすことに異議ないも
のとします。但し、変更の通知を行わなかったことについて、や
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完済したときをもって退会したものとします。本会員は、当社か
らの求めに応じ、カードを直ちに返却するものとします。

４．会員が死亡した場合は当然に会員資格を喪失します。また、本
会員の親族等から本会員が死亡した旨の申し出があった場合も同
様とします。

５．前各項に該当した場合は、当社は、加盟店にカードの無効通知
を送付することができるものとします。

６．本条により本会員が会員資格を喪失した場合は、同時に家族会
員も会員資格を失います。

第２２条（会員の再審査、カードの利用・貸与の停止等）
１．当社は、本会員に対して入会後定期、不定期の再審査を行うこ

とがあります。当社が再審査を行うに際して、本会員は、当社か
ら請求があれば当社の求める資料などの提出に応じるものとしま
す。

２．前項の再審査の結果、本会員の信用状況等が適当でないと当社
が認めたときは、何らの通知・催告等がなくとも、当社はカード
の利用可能額の変更、カードの利用停止、カードの返却回収等の
措置を取ることがあります。また、資料の提出がない場合も同様
の措置を取る場合があります。

３．当社は、会員が当社に対する債務の支払いを怠ったとき、本規
約に違反したとき、または違反するおそれがあるとき、その他会
員のカード利用状況等が適当でないと認めたときは、カードの利
用停止等、前項に規定する措置をとることがあります。

４．当社は、会員のカード利用に際し、第三者による不正利用の可
能性があると判断した場合、会員へ事前に通知することなく、利
用を制限または断る場合があります。 

５．悪用被害を回避するために当社が必要と認めた場合、当社はカ
ード番号の変更、またはカードの差替えを行うことができるもの
とし、会員はこれに協力するものとします。

第２３条（債権譲渡の承諾）
当社が必要と認めた場合、事前に通知することなく当社は本規約に
基づく債権、並びにこれに付帯する一切の権利を第三者に担保に差
し入れ、または譲渡すること（信託の設定による担保差し入れ、ま
たは譲渡を含みます。）、及び当社が譲渡した債権を再び譲り受ける
ことがあります。

第２４条（他契約における債務不履行）
会員が、当社と締結している他の契約において、債務不履行の状況
にある場合には、カードの利用ができなくなる場合があります。

第２５条（カードサービスの変更・中止）
当社はカードに付帯するサービスの一部または全部について、事前
の通知・承諾なしに変更・中止することがあります。

第２６条（�反社会的勢力の排除・「犯罪による収益の移転防止に関す
る法律」に関する事項）

１．カードの申込者（本契約成立後は本会員、以下１項から５項ま
でにおいて同様とします。）は、申込者が、現在、次のいずれに
も該当しないこと、かつ将来にわたっても該当しないことを確約
するものとします。

（１）暴力団
（２）暴力団員及び暴力団員でなくなった時から５年を経過しない

者
（３）暴力団準構成員
（４）暴力団関係企業・団体及び当該企業・団体の役員・従業員等
（５）総会屋等
（６）社会運動等標ぼうゴロ
（７）特殊知能暴力集団等の構成員
（８）テロリスト等
（９）日本政府または外国政府が経済制裁・資産凍結等の対象とし

て指定する者
（１０）その他前各号に準ずる者（以下１号ないし本号に該当する

者を総称して「暴力団員等」という）
（１１）暴力団員等の共生者（以下の①〜④のいずれかに該当する

者）
①暴力団員等が、実質的に経営を支配しているもしくは関与して

なります。本会員は当社所定の届け出をするとともに、会員のカ
ードを返却するか、切断のうえ破棄するものとします。但し、届
け出時において当社に対する残債務がある場合は、その全額を完
済したときをもって退会したものとします。尚、 この場合におい
て、本会員または家族会員のカードにＩＣチップが搭載されてい
る場合、会員は直ちにカードを当社に返却するか、カードの磁気
ストライプとＩＣチップ部分を切断のうえ破棄するものとします。

２．本会員または家族会員本人の意思により、家族会員のみ退会す
る場合は、退会する家族会員のカードを添え、当社所定の届け出
をするものとします。

第２０条（公租公課）
会員は、名義の如何にかかわらず、商品の取得、所有、保管、使用、
並びに提供を受ける役務その他本規約に係る消費税その他一切の公
租公課を負担するものとします。

第２１条（会員資格の喪失等）
１．当社は、会員が次の各号のいずれかに該当したとき等、当社が

会員として適当でないと認めたときは、何らの通知・催告等がな
くともいつでも会員資格を取り消すことができます。この場合、
会員は直ちにカードを返却し、本規約に定める支払期日にかかわ
らず直ちに期限の利益を失い、当社に対する残債務の全額を返済
するものとします。

（１）第１７条１項・２項のいずれかに該当したとき
（２）会員の存在が不明になったとき、または会員の意思によらず

入会したことが明らかになったとき
（３）第１条１項・２項、第１条の２、第２６条６項・７項、第

４３条のいずれかの確認事項・申告事項に虚偽または故意に著
しく事実に反する申告または届出をしたとき、または当該事項
に虚偽または故意に著しく事実に反する申告または届出がなさ
れたと当社が判断したとき

（４）第２６条６項に基づく確認に正当な理由なく応じないとき、
指定した期日までに所定の確認書類の提出に応じないとき、ま
たは、確認の結果、合理的な理由が無いと当社が判断したとき

（５）第３０条４項・９項のいずれかのカード利用・取引を行った
とき

（６）当社（当社が業務委託する者を含みます。）の従業員に対し
て次の①から⑤に掲げる行為その他の当該従業員の安全や精神
衛生等を害するおそれのある行為をしたとき（第三者を利用し
て行った場合を含みます。）

①暴力、威嚇、脅迫、強要
②暴言、性的な言動、ハラスメント行為、誹謗中傷、ストーカー

行為その他人格を攻撃する言動
③人種、民族、門地、職業その他の事項に関する差別的言動
④長時間にわたる拘束、執拗な問い合わせ
⑤金品の要求、特別対応の要求、実現不可能な要求、その他内容

もしくは態様が社会通念に照らして著しく不相当と認められる
要求等

（７）前各号の他、本規約または関連特約の違反により当社との信
頼関係を著しく害する行為をなしたとき

２．以下の各号に該当した、または、該当したおそれがあると当社
が認めた場合は、本会員及び家族会員のカード利用の全部または
一部の停止、カード利用可能枠の見直し、会員資格の取消しなど
の措置をとる場合があります。

（１）家族会員が、第１条２項の要件を欠いていることが判明した
とき、または、要件を欠くおそれがあると当社が認めたとき

（２）家族会員が、本規約または特約に定める事項を遵守しなかっ
たとき、または、遵守していないおそれがあると当社が認めた
とき

（３）第１条２項で認める家族でないことを知りながら家族会員登
録をしていたことが判明したとき

３．当社は、当社所定の時期に、本会員からの当社所定の年会費の
納入がない場合は、何らの事前及び事後の通知を要することなく
会員資格を取り消すことができるものとします。但し、本会員に
年会費以外の残債務がある場合は、当社に対し、残債務の全額を
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間が超過した場合、カード利用を制限することができるものと
します。

（４）犯罪収益移転防止法に関する制度の整備が十分に行われてい
ないと認められる国または地域においてカードを利用する場合、
その他同法の規制に鑑みて当社が必要と認める場合は、カード
の利用を制限することができるものとします。

（５）本項の確認の結果、１号の①から④に該当するおそれがある
カード利用・取引に合理的な理由があると当社が認めた場合、
当社は速やかに前各号のカード利用等の制限を解除します。

７．会員が、犯罪収益移転防止法に定めるところにより、外国政府
等において重要な地位を占める者及びその家族に現に該当しまた
は該当することとなった場合、あるいは過去に該当していた場合
は、当該会員は、当社が指定する書面の提出、当社が指定する事
項の申告等の追加確認を行うものとし、会員はこれに応じるもの
とします。

（１）当社は、本項に定める追加確認が完了するまでの間、カード
の利用を停止することができるものとします。

（２）当社は、本項に定める追加確認が完了した場合でもカードの
一部または全部の機能の利用が制限される場合があり、キャッ
シングサービスの利用枠が付帯されている場合はキャッシング
サービス利用枠を消滅させることによりキャッシングサービス
等の利用を停止できるものとします。

第２７条（業務委託）
１．カード利用による支払金等の集金業務の一部は、三越伊勢丹ホ

ールディングス企業グループ等が代行して行う場合があります。
２．カード利用による支払金等の支払いに関して、当社指定の金融

機関の一部については、会員の指定預金口座から自動振替の方法
により、収納代行会社三菱ＵＦＪファクター株式会社（以下「三
菱ＵＦＪファクター」といいます。）を通じて当社に支払うもの
とします。この場合、三菱ＵＦＪファクターへの入金のときを当
社への支払いのときとします。尚、振替処理は三菱ＵＦＪファク
ター名義で行われることを予め了承するものとします。支払期日
は、第８条の規定にかかわらず、締切日の属する月の２７日とし、
支払期日が金融機関休業の場合は、翌営業日とします。

第２８条（準拠法）
会員と当社との本規約に関する準拠法は、全て日本法が適用される
ものとします。

第２９条（合意管轄裁判所）
会員は、会員と当社の間で紛争が生じた場合、訴額の如何にかかわ
らず、会員の住所地、購入地及び当社の本社、営業所を管轄する簡
易裁判所及び地方裁判所を管轄裁判所とすることに同意するものと
します。

第２章＜ショッピング条項＞
第３０条（ショッピングの利用方法）

１．会員は、カードを提示のうえ、所定の伝票にカードと同一の自
己の署名をすることまたは当社が適当と認めた店舗において所定
の端末機に暗証番号を入力すること（但し、端末機等の故障の場
合には、当社が別途適当と認める方法）その他当社が認めた方法
により、カードを利用することができます。但し、当社が特に認
めた場合は、当社指定の方法により署名、暗証番号の入力または
カードの提示を省略できる場合があります。

２．会員は、通信料金・保険料等の継続的に発生する各種利用代金
の決済手段として、予め加盟店に会員番号や有効期限等の情報
（以下本章において「登録情報等」といいます。）を登録する方
法によりカードを利用することができるものとします。尚、第
１３条、第２２条５項またはその他本規約に基づく事由により登
録情報等の変更が生じた場合、または会員資格の喪失等によりカ
ードを利用できなくなった場合、会員は、それらの変更情報を会
員自身で加盟店等に通知する必要があります。登録情報等の変更
や会員資格の喪失等によりカードを利用できなくなった場合にお
いても、当社が本規約に基づき加盟店に対し利用代金の支払いを
行っている場合には、会員は当社に対して当該利用代金に係るシ
ョッピング支払金を支払うものとします。また、会員は、当社が

いると認められる関係を有する者、または当該関係を有する者
が法人等である場合には当該法人等に所属する者

②自己もしくは第三者の不正の利益を図る目的、または第三者に
損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用
していると認められる関係を有する者

③暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するな
ど、暴力団の維持、運営に協力し、または関与をしていると認
められる関係を有する者

④暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有する者
２．申込者は、自らまたは第三者を利用して当社または当社の提携

先に対し、次のいずれかに該当する行為を行わないことを確約す
るものとします。

（１）暴力的な要求行為
（２）法的な責任を超えた不当な要求行為
（３）取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
（４）風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当社の信用を

毀損し、または当社の業務を妨害する行為
（５）その他前各号に準ずる行為
３．当社は、申込者が前２項の規定に違反している疑いがあると認

めた場合には、申込者によるカードの入会申込みを謝絶、または
本規約に基づくカードの利用を一時的に停止することができるも
のとします。カードの利用を一時停止した場合には、当社が利用
再開を認めるまでの間、カード利用を行うことができないものと
します。

４．申込者が本条１項もしくは２項に定める事項に反すると具体的
に疑われる場合には、当社は、申込者に対し、当該事項に関する
調査を行い、また、必要に応じて資料の提出を求めることができ、
申込者は、これに応じるものとします。

５．申込者が第１７条１項５号の事由に該当し、第１７条１項また
は第２１条１項の規定が適用されたことにより、申込者に損害ま
たは費用が生じた場合でも、申込者は、当該損害等について当社
に請求をしないものとします。

６．当社は、「犯罪による収益の移転防止に関する法律（以下「犯
罪収益移転防止法」といいます。）」に基づき、当社が必要と認め
た場合には、会員に通知することなくカード利用の停止措置等の
利用制限を行うことができるものとし、会員の情報および具体的
なカードの利用内容等を適切に把握するため、提出期限を指定し
て当社所定の本人確認資料や資産及び収入の状況等に関する所定
の書類の提出を求め、本人確認や取引目的等の確認を実施するこ
とがあり、会員は、当該本人確認や取引目的等の確認に応じるも
のとします。
また、当社は、当該本人確認や取引目的等の確認に際し、提出期
限を指定して会員に回答を求めた場合で、会員から正当な理由な
く指定した期限までに回答いただけない場合は、カードの利用を
制限することができるものとします。

（１）本項の「必要と認めた場合」とは会員のカード利用・取引内
容について、以下のいずれかに該当するおそれがあると当社が
認めた場合をいいます。

①犯罪収益移転防止法施行令第１２条（厳格な顧客管理を行う必
要が特に高いと認められる取引）に抵触するカード利用・取引

②犯罪収益移転防止法施行規則第５条（特別の注意を要する取引）
に抵触するカード利用・取引

③犯罪収益移転防止法第８条に基づき当社が届出を要すると認め
た場合

④上記①～③に類似すると当社が認めたカード利用・取引
（２）家族会員が、前号に該当するカード利用・取引をしているお

それがあると当社が認めた場合は、家族会員を対象とした本人
確認、資産及び収入の状況等に関する所定の書類を求めること
ができるものとし、本会員並びに家族会員は確認に応じるもの
とします。

（３）日本国籍を保有せず本邦に居住する会員は、当社の求めに応
じ適法な在留資格・在留期間を保持している旨を当社所定の方
法により届け出るものとします。会員が当社に届け出た在留期
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尚、当社が、各種法令等及び本規約または特約に則り、正当な理
由に基づき実施したカードの利用制限（カード利用の全部または
一部の停止、カード利用可能枠の見直し、会員資格の喪失等）等
の措置により、会員に損害が生じた場合は、当社に賠償の請求を
しないものとします。また、当社に損害が生じたときは、会員が
その責任を負うものとします。

１１．会員のカード利用に際して加盟店と会員との間で紛議が生じ
た場合、これに関する対応は会員自らが行うものとします。

第３１条（ショッピングの利用代金等の支払方法）
１．「１回払い」は、締切日における１回払い利用代金の総額を支

払期日に一括して支払うものとします。
２．「ボーナス１回払い」は、取扱期間中のボーナス１回払い利用

代金の全額を、取扱期間直後のボーナス月（７月・１２月としま
す。）に一括して支払うものとします。

３．「分割払い」は、利用代金に当社所定の分割払手数料を加算し
た額（以下、「分割支払金合計」といいます。）を各月の支払期日
に分割して支払うものとします。

（１）分割払いの支払回数、支払期間及び分割払手数料の料率は別
表に定めた手数料率を適用するものとします。

（２）分割支払金合計は利用代金に分割払手数料を加算した額にな
ります。

４．「ボーナス時支払額指定分割払い」については、会員は、ボー
ナス月支払額を予めカード利用時に指定するものとします。但し、
ボーナス月支払総額は、分割支払金合計の５０％以内とし、当該
支払額には、当社所定の分割払手数料を含むものとします。

５．「リボルビング払い」は、会員が、入会時または変更届により、
当社があらかじめ定めた支払コースの中から指定した支払コース
による毎月の支払額（以下「弁済金」といいます。）を支払うも
のとします。但し、当社が支払コースを指定する場合もあります。
当該弁済金には、締切日のリボルビング払利用代金の残高に対す
る当社所定の手数料を含むものとします。尚、リボルビング払利
用代金の残高に手数料を加算した額が、コース別の毎月の支払額
に満たない場合は、残金を一括して支払うものとします。尚、残
高スライド方式の場合、締切日のリボルビング払利用代金の残高
（既請求分を除きます。）と指定した支払いコースにより毎月の
弁済金を算出するものとします。

（１）リボルビング払いの手数料率は、別表に定めた手数料率を適
用するものとします。

（２）第１回目のリボルビング払手数料は、締切日までのリボルビ
ング払利用代金を合計し、締切日翌日から第１回支払期日まで
の日割計算とし、２回目以降は、支払期日翌日から翌支払日ま
での月利計算を行うものとします。

（３）リボルビング払いの手数料率は、金融情勢等の事情により通
知して変更する場合があります。尚、変更した場合の料率は、
変更後の新規利用分から適用します。

６．ショッピングの利用代金等については、当社が認めた場合、当
社所定の方法で随時に支払うことができます。但し、会員が、各
月の締切日以降、分割支払金または弁済金を、当該月の支払期日
前に支払う場合は、その月分の分割払手数料またはリボルビング
払手数料を含む請求額を支払うものとします。

第３２条（繰上返済の特約）
１．本会員が、第８条及び第３０条及び第３１条に定める代金決済

方法にかかわらず、ショッピング支払金の全部または一部の返済
を支払期日の前に繰り上げて行う場合（以下「繰上返済」といい
ます。）は、本会員が当社に対して当社所定の方法で事前に連絡
のうえ、当社の承認を得て行うものとします。その際、本会員は、
繰上返済をする範囲、返済方法及び支払日を指定して当社の承認
を得るものとし、且つ、当社所定の手続きをとるものとします。

２．本会員が、分割払い及びリボルビング払いによるショッピング
支払金の支払を当初の契約通りに履行し、且つ約定支払期間途中
で繰上返済により支払う場合は、未払いの当該ショッピング支払
金合計額から未請求の分割払手数料を差し引いた額を支払うもの
とします。尚、分割払いについては残金全額の繰上返済に限り、

必要であると判断したときに、会員に代わって当社が会員番号・
有効期限等の変更情報及び無効情報等を加盟店に対し通知できる
ことを予め承諾するものとします。尚、カードの利用停止等によ
り、会員と加盟店との契約に関して生ずる一切の事項について当
社はその責を負いません。

３．カードの利用による商品・権利・サービス（以下「商品等」と
いいます。）の購入代金（頭金がある場合は、頭金を除くものと
します。以下本章において「利用代金」といいます。）は、当社
が会員に代わって加盟店に立替払いすることを予め了承するもの
とします。

４．カードは、商品券類、金・銀・白金等の地金類、その他当社ま
たは各加盟店において特に指定するものについては利用できませ
ん。

５．貴金属・時計・音響製品・券類（商品券類を除きます。）及び
当社が特に指定した商品を購入する場合は、利用可能額内であっ
ても３０％以上の頭金を現金で支払う場合があります。また、前
述の商品については支払いが完了するまで再利用できないことが
あります。

６．カードの利用代金の支払方法は、①１回払い②ボーナス１回払
い③分割払い④ボーナス時支払額指定分割払い⑤リボルビング払
いから会員がカード利用の際に指定したものとします。但し、リ
ボルビング払い及びその支払いコースの指定は、当社所定の方法
によるものとします。尚、当社が特に指定した加盟店、及び当社
または各加盟店が特に指定した商品等は、支払方法を指定する場
合があります。尚、日本国外におけるショッピング利用代金の支
払い方法は原則１回払いのみとなります。また、本条７項・８項
の利用の条件は、加盟店により異なる場合があります。

７．「ボーナス１回払い」は、当社指定の取扱期間内に限り利用で
きます。

８．「分割払い」は、支払回数が２回から３６回まで、支払期間が
支払回数に応じ２カ月から３６カ月までの各範囲に該当する場合
に限り利用できます。

９．会員は、次の各号の行為のためにカードを利用してはならない
ものとします。

（１）現金を取得することを目的として商品・権利の購入または役
務の提供などにカードを利用すること（以下「クレジットカー
ドの現金化」といいます。）。
尚、クレジットカードの現金化には以下の方式等がありますが、
現金を取得することを目的とするカード利用である限り、方式
の如何にかかわらず、禁止の対象となります。

①商品・権利の購入、役務の提供の対価として、合理的な金額以
上の対価を、カードを利用して支払い、加盟店等から現金また
は現金に類似するものの交付を受ける方式（キャッシュバック
方式）

②商品・権利等を購入し、その対価を、カードを利用して支払っ
たうえで、当該商品・権利等を当該商品・権利等を購入した加
盟店その他の第三者に有償で譲渡する方式（買取方式）

③現行紙幣もしくは貨幣、またはこれらが含まれる商品等をカー
ドを利用して購入する方式

（２）資金調達又は転売・販売を目的とする商品若しくは権利の購
入または役務の受領（これらに該当するおそれがある取引を含
む）。

（３）金融商品取引法により認められる場合を除き、同法で定める
金融商品の購入（海外FX取引のための入金取引等）。

（４）価格が乱高下するなど投機性が高い商品もしくは権利その他
これに類するもの（インターネット等による海外ギャンブル取
引等）の購入または役務提供の受領。

（５）その他、前各号に類すると当社が認めたカードの利用。
１０．会員のカード利用に際し、本規約に違反またはそのおそれが

ある場合、その他カードの利用目的に反するなど正常な利用では
ないおそれのある場合、利用を断る場合やカード利用の全部また
は一部の停止、カード利用可能枠の見直し、会員資格の取消しな
どの措置をとる場合があります。
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リボルビング払いについては、残金の全部または一部の繰上返済
ができるものとします。

第３３条（所有権の留保）
会員は、会員がカード利用により購入した商品の所有権が、当社が
加盟店に立替払いしたことにより加盟店から当社に移転し、当該商
品に係る債務の完済まで当社に留保されることを認めるとともに、
次の事項を遵守するものとします。
（１）善良なる管理者の注意をもって商品を管理し、質入れ、譲渡、

賃貸その他当社の所有権を侵害する行為をしないこと。
（２）商品の所有権が第三者から侵害されるおそれがある場合、速

やかにその旨を当社に連絡するとともに、当社が商品を所有し
ていることを主張証明してその排除に努めること。

第３４条（商品の引取及び評価・充当）
１．本会員が第１７条により、期限の利益を喪失したときは、当社

は留保した所有権に基づき、商品を引取ることができるものとし
ます。

２．本会員は、当社が前項により商品を引取ったときは、当社の定
める公正妥当な金額（原則として再販売に伴う費用を除きます。）
をもって、本規約に基づく債務の残額の弁済に充当することに同
意するものとします。尚、過不足が生じた場合には、本会員と当
社との間で直ちに精算するものとします。その当社の定める金額
は本会員に通知するものとし、本会員は異議の申し出ができるも
のとします。

第３５条（見本・カタログ等と現物の相違による売買契約等の解除等）
会員は、見本・カタログ等により申し込みをした場合において、提
供または引渡された役務・権利・商品が、見本・カタログ等と相違
している場合は、加盟店に商品・権利の交換または役務の再提供を
申し出るか、または当該売買契約、役務提供契約の解除ができるも
のとします。尚、売買契約を解除した場合は、会員は当社に対し、
その旨を通知するものとします。

第３６条（支払停止の抗弁）
１．本会員は、次の事由が存するときは、その事由が解消されるま

での間、当該事由の存する商品について、割賦販売法第３０条の
４または第３０条の５の定める範囲内において支払いを停止する
ことができるものとします。

（１）役務の提供（権利の行使による役務の提供を含みます。以下
同じ）、権利の移転、または商品の引渡しがなされないこと。

（２）商品に破損、汚損、故障その他の欠陥等の瑕疵があること。
（３）クーリングオフ・中途解約（但し、特定商取引に関する法律

に定める特定継続的役務提供契約に限ります。）に応じてもら
えないとき。

（４）その他役務の提供や商品の販売について、加盟店に対し生じ
ている事由があること。

２．当社は、本会員が前項の支払いの停止を行う旨を当社に申し出
たときは、直ちに所要の手続きをとるものとします。

３．本会員は、支払停止の申し出をするときは、予め前述の事由の
解消のため加盟店と交渉を行うよう努めるものとします。

４．会員は、本会員が支払停止の申し出をしたときは、速やかに前
述の事由を記載した書面（資料がある場合には添付するものとし
ます。）を当社に提出するよう努めるものとします。また、当社
が前述の事由について調査する必要があるときは、会員はその調
査に協力するものとします。

５．本条１項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、
支払いを停止することはできないものとします。

（１）売買契約等が会員にとって商行為（但し、業務提供誘引販売
個人契約に係るものを除きます。）であるとき。

（２）会員が、ボーナス１回払い、分割払い、ボーナス時支払額指
定分割払いを指定した場合で、１回のカード利用に係る支払総
額（分割支払金合計に頭金を加算した額をいいます。）が４万
円に満たないとき。但し、リボルビング払利用の場合は、現金
価格が３万８千円に満たないとき。

（３）海外加盟店でカードを利用したとき。但し、会員が日本国内
に居ながら、通信の方法により海外にある加盟店を利用した場

合を除きます。
（４）本会員による支払停止が信義に反すると認められるとき。

第３７条（販売時の承認等）
１．カードの利用に際して、加盟店及び当社は相互に照会を行う場

合があります。その際、当社は、加盟店に対し当社が必要と認め
た事項を回答し、または指示等を行います。

２．カードの利用に際して、カードの利用可能額を超える利用の場
合や、商品等の内容によっては当社の販売承認が必要となります。
この場合、加盟店が当社に対してカードの利用に関する確認を行
います。確認の内容によっては、カードの利用を断る場合があり
ます。また、貴金属・金券類等の一部の商品では、カードの利用
を制限する場合があります。

３．当社は、当社が必要と認めた場合、当該カードの無効を加盟店
等に通知し、会員へ貸与したカードの返却回収措置を、加盟店・
ＡＴＭ等を通じて行うことができるものとします。

第３８条（加盟店に関する苦情の申し出）
１．会員からカード利用に際し苦情の申し出を受けた場合で、当該

苦情が当該カード利用に係る加盟店に対するものである場合、会
員は当社所定の方法により書面で苦情内容等を当社に申告するも
のとします。

２．会員は当社または当該加盟店が契約している立替払取次業者に
対し、当該苦情の発生原因究明に必要な範囲で調査に協力するも
のとします。

３．当該苦情の申し出をもってカード利用代金の支払いを当然に免
除、減額、支払期日の延期等の措置を約束するものではありませ
ん。

第３章＜キャッシング条項＞
第３９条（キャッシングサービスの利用方法）

１．キャッシングサービスの利用資格者（以下「利用資格者」とい
います。）は、当社が利用を認めた本会員、家族会員（但し、本
会員が認めた配偶者に限ります。）であって、金融機関に口座自
動振替の手続きが完了した方とします。但し、本会員が専業主婦、
学生である場合の利用は認められません。

２．本会員が本規約第１４条に定める届出事項の変更を当社に連絡
したとき、及び当社による調査の結果、本会員が利用資格者に該
当しないことが判明した場合、新規の利用ができない場合があり
ます。尚、当社が求めた場合、本会員は自身が利用資格者である
ことを証する書面を提出するものとします。書面の提出がなされ
ない場合に会員が受ける不利益に関し当社は責任を負わないもの
とします。

３．利用資格者は、当社の指定するＡＴＭ等を使用し、１万円単位
でキャッシングサービスを受けることができます。

４．キャッシングサービスの資金使途は自由とします。但し、事業
用途を除きます。

５．利用資格者が、当社の提携する金融機関等のＡＴＭ等でキャッ
シングサービスを利用した場合に、下記金額を上限としてＡＴＭ
等利用手数料を本会員が負担するものとします。但し、当社が特
に認めた場合は支払を免除することができるものとします。

ご利用金額 利用手数料
１万円 １１０円（税込）

２万円以上 ２２０円（税込）
第４０条（キャッシングサービスの利用代金等の返済方法）

１．キャッシングサービス利用による融資金と利息（以下融資金と
利息を合わせ「融資金等」といいます。）の返済方法は、１回払い、
リボルビング払いのうち、会員が利用毎に指定した方法とします。

２．支払日に返済すべき融資金等の計算方法は次のとおりとします。
尚、毎月締切日時点において１回払いに基づく利用残高とリボル
ビング払いに基づく利用残高がある場合は、次の（１）によって
支払う金額と（２）の毎月の支払金額とを合算した金額を支払日
に支払うものとします。

（１）１回払い　支払日に１回払い利用による融資金等の全額を返
済するものとします。
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（２）リボルビング払い　利用締切日における融資金等に係る残高
に応じて、「キャッシングサービス商品概要」に記載の金額（利
息を含む）を支払日に返済するものとします。

（３）キャッシングサービス利用に対する将来支払う返済金額の合
計額等は、「キャッシングサービス商品概要」に記載のとおり
とします。

３．利息計算は、毎月締切日の融資残高に対し、前回の支払期日の
翌日から翌支払日までの日割計算を行うものとします。但し、第
１回目の利息については、利用日の翌日から第１回支払日までの
日数により日割計算した金額を支払うものとします。また、締切
日までに複数回利用の場合の利息計算方法は、最終利息合計金額
の円未満を切り捨てるものとします。尚、キャッシングサービス
の利率は、１年を３６５日として計算するときの適用利率となり
ます。
【利息計算式】
　�毎月締切日の融資残高×前回支払期日の翌日から翌支払日まで

の日数×キャッシングサービスの利率÷３６５日
【第１回目の利息計算式】
　�融資残高×利用日数（※）×キャッシングサービスの利率÷

３６５日
　※�利用日数は利用日の翌日から第１回支払日までの日数となり

ます。
４．本会員が、本条に定めるキャッシングサービスの利用代金等の

返済方法にかかわらず、キャッシング支払金の繰上返済を行う場
合は、本会員が当社に対して当社所定の方法で事前に連絡のうえ、
当社の承認を得て行うものとします。その際、本会員は、繰上返
済をする範囲、返済方法及び支払日を指定して当社の承認を得る
ものとし、且つ、当社所定の手続きをとるものとします。繰上返
済により融資金等の一部または全部を支払う場合、利用日、また
は前回の支払期日の翌日から支払いの当日まで日割計算によって
計算された利息とあわせた金額を支払うものとします。

５．利率は、金融情勢等の事情により通知して変更する場合があり
ます。尚、変更した場合の利率は、変更後の新規利用分から適用
します。

第４１条（融資明細書送付の承諾）
会員は、会員がキャッシングサービスを利用した場合、貸金業法第
１７条第１項及び第１８条第１項に定める書面に代えて、貸金業法
第１７条第６項及び第１８条第３項に基づき、一定期間における貸
付け・返済その他取引状況を記載した融資明細書を本会員の届け出
の住所へ送付することを予め承諾するものとします。尚、融資明細
書に記載する、返済期間、返済回数及び返済金額等は、当該書面に
記載された内容以外にキャッシングサービスの利用または返済があ
る場合、変動することがあります。

第４２条（勧誘の承諾）
本会員は、当社からキャッシングサービスその他融資商品に関する
勧誘（以下「融資勧誘」といいます。）を受けることを予め同意す
るものとします。尚、本会員が融資勧誘を拒否する場合は、当社に
申し出のうえ融資勧誘中止に関する所定の手続きを行うものとしま
す。当社は、会員からの申し出に対し、会員に個別に発送される案
内物を送付すること、個別に電話等で融資勧誘を行うこと等を停止
するものとします。

第４３条（資力を明らかにする書面等の徴求）
１．当社は、貸金業法及び当社の判断に基づいて本会員に資力を明

らかにする書面等（以下「収入確認資料」といいます。）の提出
を求めることができるものとします。尚、収入確認資料は、貸金
業法施行規則に定められた「資力を明らかにする事項を記載した
書面等」とします。

２．本会員は、前項に定める求めに応じて当社に収入確認資料の提
出を行うことに予め同意するものとします。尚、本会員がその求
めに応じて収入確認資料を提出できない場合、または提出をして
も、貸金業法及び当社の判断に基づいて、キャッシング利用可能
額の減額、または新規利用が停止されることを予め同意するもの

とします。
３．本会員が当社に収入確認資料の提出を拒否した場合、当社は、

会員のキャッシング利用可能額の減額、または新規利用の停止等
から生じる損失または不利益に関し責任を負わないものとします。

野村不動産グループカスタマークラブゴールドカード特約
この野村不動産グループカスタマークラブゴールドカード特約（以
下「本特約」）は、株式会社エムアイカード（以下「当社」といい
ます。）が、野村不動産株式会社（以下「野村不動産」といいます。）
と提携し、野村不動産が運営に参画する「野村不動産グループカス
タマークラブ」（以下「本クラブ」といいます。）会員に対して発行
するクレジットカードのご利用の条件について定めるものであり、
当社が別途定める「カード会員規約」（以下「会員規約」といいます。）
に追加して適用されるものです。両規定が重複する場合は、本特約
が優先します。

第１条（会員資格）
１．本会員が本クラブ会員の資格を喪失した場合には、カード会員

の資格を喪失することがあります。
２．本会員が、当社からカード会員の資格を取り消される場合があ

っても、このことにより、本クラブ会員としての資格を喪失する
ものではありません。

３．家族会員は本クラブ会員である必要はありません。
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個人情報の収集・保有・利用・提供に関する同意条項　
第１条（個人情報の収集・保有・利用・提供、預託）

会員（申込者を含みます。以下同じ）は、株式会社エムアイカード
（以下「当社」といいます。）が、会員の個人情報（本条（１）に
定めるものをいいます。）につき必要な保護措置を講じたうえで以
下の個人に関する情報（以下「個人情報」といいます。）を収集し、
単独または共同して利用することに同意するものとします。

（１）

企業名 利用目的 利用情報 連絡先等
株式会社エ
ムアイカー
ド

https:
//www.
micard.co.jp

①�本規約（本申し込みを含みま
す。以下同じ）に基づく与信業
務（再審査を含みます。）及び
債権管理業務等

ⅰ）ⅱ）
ⅲ）ⅳ）
ⅴ）ⅵ）
ⅶ）ⅷ）

東京都中央
区晴海
１ − ８ −
１２お客さ
まサービス
センター
０１２０−
３２３−
６３２

②�クレジットカード事業等当社事
業（当社の具体的な事業内容に
ついては当社所定の方法［当社
ホームページ等］によって告知
します。）及び当社が提携する
企業、加盟店その他の第三者か
ら受託して行う当該第三者の事
業に関する下記の宣伝印刷物の
送付等営業案内

◦�各種商品（キャッシング、ロー
ン、保険、信託業務に関する併
営業務に係る契約締結の媒介
等）・サービスの案内

◦�商品・サービス、加盟店の案内
◦�催事（会員特別招待会等）の案

内
◦�通信販売

ⅰ）ⅱ）
ⅲ）ⅴ）

③�クレジットカード事業等当社事
業及び当社が提携する企業、加
盟店その他第三者から受託して
行う当該第三者の事業に関する
マーケティング分析、市場調査

（アンケートのお願い等）、商品
開発

ⅰ）ⅱ）
ⅲ）ⅴ）

④�クレジットカード事業等当社事
業における付帯サービスの提
供、当社が提携する企業が行っ
ている事業における付帯サービ
ス（ポイント等特典の付与を含
みます。）の提供及び同提供の
ために必要な措置の実施（ⅰ）
及びⅱ）の情報を当該提携先企
業に提供することを含みます。）

ⅰ）ⅱ）
ⅲ）ⅴ）

（共同して
利用する者
の範囲）
当社のホー
ムページで
公表してい
る
三越伊勢丹
ホールディ
ングス企業
グループ

⑤�共同利用会社が行っている事業
の商品情報・生活情報・アフタ
ーサービス・各種ご優待等の宣
伝印刷物の送付等営業案内（具
体的な内容については当社所定
の方法［当社ホームページ等］
によって告知します。）

ⅰ）ⅱ）
ⅴ）

https:
//www.
micard.co.jp

⑥�共同利用会社が行っている事業
に関するマーケティング分析、
市場調査（アンケートのお願い
等）・商品開発

ⅰ）ⅱ）
ⅴ）

⑦�共同利用会社が行っている事業
における付帯サービスの提供

ⅰ）ⅱ）
ⅴ）

⑧�共同利用会社が提供している商
品・サービスの取引内容につい
て連絡する必要のある場合

ⅰ）ⅱ）

※�宣伝印刷物の送付等営業案内並びに市場調査及び付帯サービス
の提供の方法には、電子メール、ショートメッセージサービス
等の電磁的方法による送信を含みます。

ⅰ）申込書等に記載された会員の氏名、性別、生年月日、住所、
電話番号、住居状況、家族構成、勤務先、メールアドレス等の
属性に関する情報（これらの情報に変更が生じた場合、変更後
の情報を含みます。以下同じ）

ⅱ）会員の申込日、入会日、利用加盟店名、利用商品名、利用金
額、支払回数等会員と当社の契約内容に関する情報、及び宣伝
印刷物送付の可否に関する情報

ⅲ）本会員（申込者を含みます。以下同じ）のカード利用残高、
支払状況等、現在の状況及び履歴に関する情報

ⅳ）当社が収集した他のクレジット等の利用履歴、過去の債務の
返済状況、三越伊勢丹ホールディングス企業グループが収集し、
当社が共同利用する購買履歴（現金、他のクレジット等の利用
履歴を含む）等支払能力判断のための情報

ⅴ）本会員が申告した資産、負債、収入、支出等個人の経済状況
に関する情報

ⅵ）本人確認のため、当社が必要と認めた場合に提示した運転免
許証、健康保険証、パスポート等の写し及び「犯罪による収益
の移転防止に関する法律」で定める書類等の記載確認事項等本
人を確認するために得た情報

ⅶ）住民票等本人を特定できる書類を取得した場合はその内容
ⅷ）官報、電話帳等一般に公開されている情報

（２）当社と個人情報の提供に関する契約を締結した三越伊勢丹ホ
ールディングス企業グループ（以下「共同利用会社」といいま
す。）へ、会員の個人情報を電子的媒体等による方法で提供し
共同利用すること。尚、共同利用会社の名称、住所、事業内容
については当社のホームページで公表しています。また、新た
に共同利用会社が追加変更された場合は、通知または公表する
ものとします。

（３）当社が当社の業務（情報保管、情報処理その他コンピュータ
事務、代金決済事務及びこれらに関連付随する事務等を含む）
を第三者に業務委託する場合に、当社が個人情報の保護措置を
講じたうえで、業務の遂行に必要な範囲において、会員の個人
情報を当該委託先企業に預託すること。

第２条（信用情報機関への登録・利用）
１．本会員は、当社が本規約に係る取引上の判断にあたり、本会員

の支払能力の調査をするため、当社が加盟する信用情報機関（個
人の支払能力に関する情報の収集及び加盟会員に対する当該情報
の提供を業とする者）及び当該機関と提携する信用情報機関に照
会し、本会員及び本会員の配偶者の個人情報（官報情報等を含み
ます。）が登録されている場合には、それを利用することに同意
するものとします。尚、前述の信用情報機関に登録されている個
人情報は、割賦販売法及び貸金業法により、支払能力の調査以外
の目的のために利用しません。

２．本会員は、本会員の本規約に関する客観的な取引事実に基づく
信用情報が、当社の加盟する信用情報機関に次表に定める期間登
録され、当社が加盟する信用情報機関及び当該機関と提携する信
用情報機関の加盟会員により、本会員の支払能力に関する調査の
目的のみに利用されることに同意するものとします。
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登録情報
登録期間

（株）シー・アイ・シー （株）日本信用情報機構

a. �氏名・生年月日
・住所・電話番
号・勤務先・運
転免許証の番号
・本人確認資料
の記号番号等の
個人情報

左記欄ｂ、ｃ、ｄの登録情報のいずれかが
登録されている期間

b. �本規約に係る申
し込みをした事
実

当社が当該信用情報機関に照会した日より
６カ月を超えない期間

c. �本規約に関する
客観的な取引事
実

契約期間中及び契
約終了後５年を超
えない期間

契約期間中及び契
約終了後５年を超
えない期間（但し、
債権譲渡の事実に
かかわる情報につ
いては当該事実の
発生日から１年以
内）

d. �本規約に基づく
債務の支払いを
延滞等した事実

契約期間中及び契約
終了後５年間

契約期間中及び契約
終了後５年以内

※当社が加盟する信用情報機関が、貸金業法第４１条の１３第１
項、または割賦販売法第３５条の３の３６第１項による指定を
受けた場合、当該指定信用情報機関は、他の指定信用情報機関
の加盟会員の依頼に応じ、当該指定信用情報機関に登録された
個人情報を加盟会員に提供します。

※本会員は、当社が加盟する信用情報機関に登録されている個人
情報に係る開示請求または当該個人情報に誤りがある場合の訂
正、削除等の申立てを、当該信用情報機関が定める手続き及び
方法によって行うことができます。

３．当社が加盟する信用情報機関の名称・住所・電話番号は以下の
とおりです。また、本契約期間中に新たに信用情報機関に加盟し、
登録・利用する場合は、別途書面により通知し、同意を取得する
ものとします。

名称：�株式会社シー・アイ・シー（割賦販売法及び貸金業法に基づ
く指定信用情報機関）

住所：�〒１６０－８３７５　東京都新宿区西新宿１－２３－７
　　　新宿ファーストウエスト１５階
電話：０１２０－８１０－４１４
ホームページアドレス：https://www.cic.co.jp
株式会社シー・アイ・シーの加盟資格、加盟企業等の詳細は、前述
の同社が開設しているホームページを参照ください。
名称：�株式会社日本信用情報機構（貸金業法に基づく指定信用情報

機関）
電話：０５７０－０５５－９５５
ホームページアドレス：https://www.jicc.co.jp/
株式会社日本信用情報機構の加盟資格、加盟企業の詳細は、前述の
同社が開設しているホームページを参照ください。
４．当社が加盟する信用情報機関が提携する信用情報機関は、下記

のとおりです。
＜株式会社シー・アイ・シーが提携する信用情報機関＞
提携する信用情報機関に関する問い合わせは、株式会社シー・アイ・
シーへ問い合わせください。

名称：全国銀行個人信用情報センター
住所：�〒１００－８２１６　東京都千代田区丸の内１－３－１

電話：０３－３２１４－５０２０
ホームページアドレス：https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
　※�全国銀行個人信用情報センターは、金融機関とその関係会社を

会員とする信用情報機関です。同情報センターの加盟資格、加
盟会員企業名等の詳細は、前述の同情報センターが開設してい
るホームページを参照ください。

名称：株式会社日本信用情報機構
電話：０５７０－０５５－９５５
ホームページアドレス：https://www.jicc.co.jp/

＜株式会社日本信用情報機構が提携する信用情報機関＞
提携する信用情報機関に関する問い合わせは、株式会社日本信用情報
機構へ問い合わせください。

名称：全国銀行個人信用情報センター
住所：�〒１００－８２１６　東京都千代田区丸の内１－３－１
電話：０３－３２１４－５０２０
ホームページアドレス：https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
名称：株式会社シー・アイ・シー
住所：〒１６０－８３７５　東京都新宿区西新宿１－２３－７
　　　新宿ファーストウエスト１５階
電話：０１２０－８１０－４１４
ホームページアドレス：https://www.cic.co.jp
５．当社が、３項に記載されている信用情報機関に登録する情報は、

氏名、生年月日、住所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、運
転免許証の番号、本人確認書類の記号番号、申込記録、契約の種
類、契約日、商品名、利用可能額、支払回数、利用残高、割賦残
高、年間請求予定額、月々の支払状況、完済、延滞、支払停止の
抗弁の申し出事実、債権回収等の情報となります。

６．本会員は、当社が、当社が加盟する以下の信用情報機関から電
話接続状況履歴（全国の固定電話及び携帯電話の接続状況調査結
果の履歴で、調査年月日、電話接続状況、移転先電話番号が含ま
れています。）の提供を受け、個人データとして取得し、支払能
力の調査にのみ利用することに同意するものとします。

＜当社が電話接続状況履歴を取得する信用情報機関＞
名称：株式会社日本信用情報機構
電話：０５７０－０５５－９５５
ホームページアドレス：https://www.jicc.co.jp/

第３条（個人情報の債権譲渡・担保提供に伴う提供）
当社が債権譲渡または担保提供をすることに伴い、第１条（１）
ⅰ～ⅷの情報を譲受人に提供すること、及び、譲受人においては譲
受債権の管理回収にあたってその情報を利用することに会員は予め
同意するものとします。尚、譲受人は金融機関・信託会社・機関投
資家・特定目的会社・その他これらに類するものに限るものとしま
す。

第４条（個人情報の公的機関等への提供）
会員は、当社が各種法令の規定により公的機関等から個人情報の提
出を求められた場合、及びそれに準ずる公共の利益のため必要があ
る場合に公的機関等へ個人情報を提供することに同意するものとし
ます。

第５条（宣伝印刷物の送付等営業案内中止の申し出）
会員は、当社に、第１条（１）②及び⑤に定める宣伝印刷物の送付
等営業案内に対する中止の申し出をすることができます。申し出先
は、本規約末尾に記載の【お問い合わせ・ご相談窓口】とします。
但し、基本的なクレジット業務を行うために必要な案内、利用明細
書、クレジットカード、会員誌等に同封されるパンフレット類につ
いては送付停止の対象にはなりません。

第６条（個人データの開示・訂正・削除等）
１．会員は、当社に対して、会員自身の個人データその他法令で当

社に開示が義務づけられている情報を開示するよう請求ができま
す。

２．個人データの開示請求により、万一登録内容が不正確または誤
りであることが明らかになった場合には、当社は、速やかに当社
が保有する当該個人データの訂正または削除に応じるものとしま
す。
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３．会員は、個人データの開示・訂正・削除等については、本規約
末尾記載の【お問い合わせ・ご相談窓口】に届け出るものとしま
す。開示等の手続き（受付窓口、受付方法、必要な書類、手数料
等）の詳細について回答します。また信用情報機関へ開示を求め
る場合には、第２条３項記載の信用情報機関へ連絡するものとし
ます。

第７条（繰上返済時の残高の開示）
本会員は、家族会員がカードまたはカード情報を用いて当社所定の
システムを利用した繰上返済にかかる手続の全部または一部（手続
が途中で中止された場合を含みます）を行う場合、当社が当該繰上
返済の対象となる残高（当該繰上返済の対象商品に関する本会員及
び家族会員の利用による残高の合計額）を家族会員に対し開示する
ことに同意します。

第８条（本同意条項に不同意の場合）
当社は、本会員が申込書に必要な記載事項の記載を希望しない場合
や本規約に定める個人情報の取り扱いについて同意できない場合は、
入会を断ることや、退会の手続きをすることがあります。尚、第５
条に定める宣伝印刷物の送付等営業案内に対する中止の申し出があ
っても、これを理由に入会を断ることや退会の手続きをとることは
ありません。

第９条（本契約が不成立の場合）
当社が入会を承認しない場合であっても、入会申し込みをした事実
は、第１条、第２条の定めに基づき、当該契約の不成立の事由の如
何にかかわらず一定期間利用されますが、それ以外に利用されるこ
とはありません。

第１０条（条項の変更）
当社は、合理的な期間の予告期間を設けて、本会員に対してあらか
じめ通知し、又は当社のウェブサイトにおいて変更内容を告知する
ことにより、本同意条項を変更することができるものとします。

■個人情報管理責任者
当社では個人情報保護の徹底を推進する管理責任者として、個人情
報管理責任者（コンプライアンス担当役員）を設置しております。

提携企業の個人情報の取り扱い（収集・保有・利用・預託）に関する
同意条項
第１条（適用）

会員は、株式会社エムアイカード（以下「当社」といいます。）が
野村不動産株式会社（以下「野村不動産」といいます。）と提携して、
野村不動産が運営に参画する「野村不動産グループカスタマークラ
ブ」の会員に発行する野村不動産グループカスタマークラブゴール
ドカードの申し込みを行う場合に、「個人情報の収集・保有・利用・
提供に関する同意条項」に加え、以下の『野村不動産グループカス
タマークラブ』提携カード個人情報取扱特約（以下「野村不動産特
約」といいます。）に基づき、野村不動産が個人情報を個別に収集・
利用することに同意します。尚、会員が個人情報の変更を当社また
は野村不動産のいずれかに届け出たときも同様とします。

野村不動産グループカスタマークラブ
提携カード個人情報取扱特約

１．野村不動産株式会社（以下「野村不動産」といいます。）、野
村不動産パートナーズ株式会社、野村不動産ソリューションズ
株式会社（以下、これらの３社を総称して「運営会社」といい
ます。）が株式会社エムアイカード（以下「エムアイカード」
といいます。）と提携して発行する野村不動産グループカスタ
マークラブゴールドカード（以下「カード」といいます。）に
お客様が会員登録の申し込みをいただく場合、お客様にて、別
掲の「野村不動産グループカスタマークラブ会員規約」（以下、

「クラブ会員規約」といいます。）及び「『野村不動産グループ
カスタマークラブ』個人情報保護方針、お客様の個人情報の利
用目的、個人情報の共同利用について」に加え、本特約の２乃
至５に規定のとおり取り扱うことにご同意いただくものとしま

す。
２．カード会員（カード申込者を含みます。以下同じ。）は、運

営会社が下記の個人情報を下記の目的のために、保護措置を講
じたうえで独自に収集し、且つ保有・利用することに同意しま
す。

＜収集・保有・利用する個人情報＞
（１）カード申込書に記載されたカード会員の氏名、性別、生年

月日、住所、電話番号、住居状況、家族構成、勤務先、メー
ルアドレス等の属性に関する情報（これらの情報に変更が生
じた場合、変更後の情報を含みます。以下同じ。）

（２）カード会員のカード申込日、入会日等カード会員とエムア
イカードの契約内容に関する情報

（３）宣伝印刷物送付の可否に関する情報等、カード申込書以外
でカード会員が運営会社に届け出た事項

（４）カード会員のカード利用・提示に関する情報
＜利用目的＞
（１）野村不動産グループの提供する不動産の売買・賃貸、それ

らの代理・仲介、管理、リフォーム及びメンテナンス、イン
テリア・住宅設備機器、住まいに関わる商品販売など、野村
不動産グループ会社の取り扱う商品・サービスについて、カ
ード会員に対し営業案内または情報提供を行うため

（２）カード会員へのキャンペーン、イベントのご案内及び各種
情報の提供を行うため

（３）サービス等に関するアンケートを実施するため
（４）お問合わせ、苦情等への対応を行うため
（５）野村不動産がCookie等により収集したウェブの閲覧履歴を

取得し、これをお客様の個人データと結びつけた上で、資料
送付、情報提供、商品・サービスの案内・勧誘、イベント告
知、アンケート収集等の営業活動を行うため

（６）利用目的達成のための郵便物・電話・電子メール等による
営業活動、顧客分析、市場調査、商品企画等の調査分析、ア
ンケートの協力依頼等を行うため

（７）『野村不動産グループカスタマークラブ』の運営及び同ク
ラブ会員向けサービスの提供に必要な同クラブの会員情報と
カード会員の会員情報を関連付けるため

（８）『野村不動産グループカスタマークラブ』会員向けサービ
スの利用に応じて、カード会員に対して付帯サービスを提供
するため

３．カード会員は、野村不動産と個人情報の提供に関する契約を
締結した野村不動産ホールディングス企業グループ（以下、本
特約において「共同利用会社」といいます。）に対してカード
会員の下記の個人情報を電子的媒体等による方法で提供し、下
記の目的のために共同利用することに同意します。

　尚、共同利用会社及び個人データの管理について責任を有する
者の名称、住所、代表者氏名、事業内容については野村不動産
のホームページ（https://www.nomura-re.co.jp/）で公表してい
ます。また、新たに共同利用会社が追加変更された場合は、通
知または公表するものとします。

＜共同利用する個人情報＞
上記２．の＜収集・保有・利用する個人情報＞に記載された情
報

＜共同利用目的＞
�上記２．の＜利用目的＞に記載された目的のうち（１）乃至（６）
の目的

４．運営会社及び共同利用会社は、以下に記載の場合を除き、カ
ード会員の個人情報は、予めカード会員の個人識別が可能な状
態で第三者に提供いたしません。

（１）人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合
であって、本人の同意を得ることが困難であるとき

（２）公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特
に必要な場合であって、本人の同意を得ることが困難である
とき

（３）国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者
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が法令に定める事務を遂行することに対して協力する必要が
ある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の
遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき

　 なお、運営会社及び共同利用会社は、機密保持契約を締結し
ている業務委託会社に対してカード会員の個人情報の一部ま
たは全部を預託する場合があります。

５．本特約はクラブ会員規約の一部を構成するものであり、カー
ド会員は、クラブ会員規約及び本特約を承認し、カードを申し
込むものとします。なお、本特約に定められていない事項につ
いては、クラブ会員規約に定めるところによりますが、これと
異なる条項がある場合については、本特約を優先します。

第２条（問い合わせ窓口）
野村不動産の保有する会員の個人情報に関する問い合わせや、開示・
訂正・削除の申し出、その他ご意見の申し出に関しては、野村不動
産グループカスタマークラブ事務局にて承ります。
住所：〒１６３－０５６６　東京都新宿区西新宿１丁目２６番２号
　　　野村不動産株式会社
電話番号：０１２０－１９４－２４７

（受付時間：午前１０時〜午後５時　土・日・祝日、年末年始を除く）
第３条（条項の変更）

野村不動産特約は野村不動産所定の手続きにより変更することがで
きます。野村不動産特約を変更する場合は、野村不動産は会員に変
更事項を通知もしくは告知（変更した日から３０日間、野村不動産
及び当社の営業所等に掲示するまたはホームページに掲載する等）
いたします。尚、野村不動産が変更内容を通知もしくは告知した後、
会員がカードを利用した場合、または退会の申し出がなかった場合
は、変更事項が承認されたものとみなします。

分割・リボ切替えサービス特約
分割・リボ切替えサービス特約（以下、「本特約」といいます。）は、
当社が本特約第１条に定めるショッピング利用代金の支払方法の変
更に関するサービス（以下、本特約において「本サービス」といい
ます。）について定めるものとし、カード会員規約（以下「会員規約」
といいます。）に加えて適用されます。尚、両規定が重複する場合
は本特約を優先します。

第１条（本サービスの概要）
１．会員は、当社が別途定める日までの間に申し込みをし、当社が

適当と認めた場合には本条に定めるところにより、以下のとおり
ショッピング利用代金の支払方法を変更することができるものと
します。但し、家族会員は、自己の利用分に限り申し込みできま
す。

（１）「１回払い」の場合：
　�①分割払い、②ボーナス時支払額指定分割払い、または③リボ

ルビング払いに変更できるものとします。
（２）支払回数２回の「分割払い」または「ボーナス１回払い」の

場合：
　�①支払回数３回以上の分割払い、②ボーナス時支払額指定分割

払い、または③リボルビング払いに変更できるものとします。
２．支払方法の変更に伴う手数料・支払金額の変更は、当社の定め

る請求月から適用するものとします。
３．支払方法を変更する場合の分割払い、ボーナス時支払額指定分

割払いもしくはリボルビング払いの支払方法については、会員規
約の第３１条第３項、第４項もしくは第５項を適用いたします。

４．支払方法を支払回数３回以上の分割払い、ボーナス時支払額指
定分割払い、またはリボルビング払いに変更した後の再度の変更
はできません。

５．本サービスの運用に関する詳細は当社が別に定めるところによ
ります。

第２条（本サービスの対象範囲）
１．本サービスの対象は、当社が別途定める加盟店における利用分

に限るものとします。
２．当社所定の加盟店以外での利用分、券類等の利用分、キャッシ

ングサービス、年会費、収納代行分（各種保険料等）、当社また
は各加盟店が特に指定した商品等は本サービスの対象外とします。

事前登録型リボサービス特約
事前登録型リボサービス特約（以下「本特約」といいます。）は、
当社が本特約第１条に定める「事前登録型リボサービス」について
定めるものとし、カード会員規約（以下「会員規約」といいます。）
に加えて適用されます。尚、両規定が重複する場合は本特約を優先
します。

第１条（本サービス概要）
「事前登録型リボサービス」（以下本特約において「本サービス」
といいます。）とは、会員規約第３０条６項にかかわらず、本会員
が事前に本サービスの利用登録をすることにより、カード利用の際
にリボルビング払いの指定をしなくても、一定の要件の下、ショッ
ピングの利用代金等の支払方法をリボルビング払いとするサービス
です。本サービスを利用した場合、本会員は、本特約第５条に定め
る範囲内で、リボルビング払手数料の免除を受けることができます。

第２条（本サービスの登録）
１．本会員は、当社所定の方法により本サービスの申込みをし、当

社が承認のうえ本サービスの登録手続を完了することにより、本
サービスを利用することができるものとします。

２．前項の登録手続が完了した場合、当社は遅滞なく、当社所定の
方法により本会員に通知します。

第３条（支払コースの指定）
１．本サービスにおけるリボルビング払いの支払コースは、会員規

約第３１条５項に基づき、本会員または当社が指定した支払コー
スによるものとします。但し、本サービス申し込みにあたり、支
払コースを変更する場合、本会員はあわせてこれを申し出るもの
とします。

２．本会員は、前項の支払コースを変更する場合、本サービスの申
し込み時または申し込み後に、当社所定の方法により、当社に申
し出るものとします。この場合、当社が、当該支払コースの変更
を承認したときに、支払コースは変更されます。

第４条（カード利用の際の支払方法の指定）
１．本サービスにおいてカード利用代金等の支払方法がリボルビン

グ払いとなるのは、以下の各場合とします（以下「リボルビング
払い取扱分」といいます。）。但し、当社が特に指定した加盟店、
及び当社または各加盟店が特に指定した商品等である場合には、
当社が支払方法を指定する場合があります。

（１）会員がカード利用の際に「１回払い」または「リボルビング
払い」を指定した場合。

（２）会員がカード利用の際に特に支払方法を指定しなかった場合。
２．会員が、「ボーナス１回払い」、「分割払い」、「ボーナス時支払

額指定分割払い」のいずれかを指定した場合、カード利用代金等
の支払方法は、当該指定の支払方法となるものとします。但し、
当社が特に指定した加盟店、及び当社もしくは各加盟店が特に指
定した商品等である場合、または日本国外におけるショッピング
利用代金等の場合で、「１回払い」となった利用分については、
前項（１）の会員による「１回払い」の指定があったものとみな
します。

第５条（リボルビング払手数料）
１．リボルビング払手数料の計算期間及び計算方法については、会

員規約第３１条５項の定めに基づくものとします。
２．本特約第２条に定める登録手続が完了した後、会員が前条に基

づきリボルビング払いとなるショッピング利用をした場合、当社
は、毎月の締切日までに売上データが当社に到達した利用分の利
用代金に係る締切日翌日から第１回支払期日までのリボルビング
払手数料を免除するものとします。

３．前項の場合、当該利用分につき、翌月以降に繰り越したリボル
ビング払利用代金の残高がある場合、当社は、当該残高のリボル
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ビング払手数料を免除しないものとします。
４．本条２項の定めにかかわらず、ショッピング利用の対象取引の

取消し等があった場合、本会員にリボルビング払手数料が発生す
る場合があります。

第６条（利用可能額を超える場合の取扱い）
本サービスは、当社が定めるショッピングリボルビング払利用可能
額の範囲内でのみ利用できるものとし、本会員による特定のリボル
ビング払い取扱分の利用代金と、その前のリボルビング払い取扱分
の利用代金とを合計した金額がショッピングリボルビング払利用可
能額を超える場合、本会員は当該特定のリボルビング払い取扱分の
利用代金を「１回払い」で支払うものとします。

第７条（本サービスの対象範囲）
当社所定の加盟店以外での利用分、券類等の利用分、キャッシング
サービス、年会費、収納代行分（各種保険料等）、当社または各加
盟店が特に指定した商品等は、本サービスの対象外とします。

第８条（本サービスの解約・中止・廃止）
１．本会員は、当社所定の方法で当社に申し出た後、当社が解約の

処理を完了した時点で、本サービスを解約することができるもの
とします。

２．本サービスを中止または廃止する場合、当社は本会員に対し、
中止または廃止する旨を通知または告知（当社のホームページに
掲載する等）するものとします。但し、合理的な理由によりやむ
を得ない事情がある場合には、この限りではないものとします。

３．本会員は、前２項により、本サービスを自ら解約し、または本
サービスの提供の中止または廃止により本サービスの利用が終了
した場合において、本サービスの利用分に係る未払い債務がある
場合、当該未払い債務について、本特約第３条１項本文の定めに
基づき支払うものとします。

４．本サービスの解約・中止・廃止があった場合、本特約第３条に
基づき指定された支払コースは、「リボルビング払い」の支払コ
ースとして継続するものとします。但し、本会員は、当社所定の
方法で届け出ることにより、「リボルビング払い」の支払コース
を変更することができるものとします。

エムアイカード・Visaカード特約
第１条（適用）

「エムアイカード・Visaカード特約（以下「本特約」といいます。）」
は、株式会社エムアイカード（以下「当社」といいます。）がカー
ド会員規約（以下「会員規約」といいます。）に定める会員（以下
「会員」といいます。）の保有するカードがVisaカード機能を有す
る場合、会員規約に加え適用されます。尚、両規定が重複する場合
は本特約を優先します。

第２条（暗証番号）
１．当社は、本会員から申し出のあった個別のカードの暗証番号

（４桁の数字）を所定の方法により登録するものとします。
２．暗証番号の変更にはカードの再発行が必要となります。尚、会

員が暗証番号の変更を希望される場合は、再発行手続きの申し出
とともに、再発行に際する手数料を本会員が支払うものとします。
また、カードの紛失・盗難・汚損・破損等によりカードを再発行
する場合においても、同様に暗証番号の登録を改めて行う必要が
あるものとします。

第３条（カードの利用）
会員は、本特約を承認のうえ当社と特約している国内外のエムアイ
カード取扱加盟店に加え、「Visaカード」については、国内外の
Visaに加盟したクレジット会社、金融機関と契約した加盟店（以下
総称して「Visa加盟店」といいます。）において、商品・権利の購
入並びにサービスの提供（以下「ショッピング」といいます。）を
受けることができます。尚、日本国外におけるショッピング利用代
金の支払い方法は原則１回払いのみとなります。また、本特約第５
条に定める海外キャッシングサービスを利用することができます。

第４条（海外利用代金の決済レート等）
日本国内外を問わず、海外決済ネットワークを通じて取引されたカ

ード利用代金は、利用代金がVisaの決済センターにおいて集中決済
された時点での、Visaの指定する金額となります。ショッピングの
場合には、前述の利用代金に加え、海外取引関係事務処理経費とし
て２％、または当社の定める料率を加えた金額を支払うものとしま
す。但し、日本国内外を問わず、円建て取引を行った場合には、海
外取引関係事務処理経費を加えません。尚、海外キャッシングサー
ビスについては、海外取引関係事務処理経費を加えません。

第５条（海外キャッシングサービス）
１．会員は、日本国外のVisaと提携したＡＴＭ等において海外キャ

ッシングサービスを利用することができます。尚、海外キャッシ
ングサービスの利用可能額は、原則として利用時点における会員
のキャッシング利用可能額以内とします。尚、利用可能額を超え
て利用した場合でも、会員はその一切の債務について責任を負う
ものとします。

２．海外キャッシングサービスの返済方法は原則として１回払いの
みとし、その利用単位はVisaもしくは当社の定める現地通貨単位
とします。

３．利率並びに利息の計算方法など前述以外に関する事項は、会員
規約第３章キャッシングサービス条項に定めるキャッシングサー
ビスの利率並びに利息の計算方法に準じます。

４．日本国外におけるキャッシングサービスの借り入れ手続きに関
し、事務手数料等が発生した場合は、当社所定の方法によりお支
払いいただく場合があります。

エムアイカード・ＥＴＣカード特約
第１条（本特約の趣旨）

本特約は、株式会社エムアイカード（以下「当社」といいます。）
がカード会員規約（以下「会員規約」といいます。）に定める会員（以
下「会員」といいます。）がＥＴＣカードを利用する場合の規定を
定めたものです。会員は会員規約及び本特約を承認し、別途自動料
金収受者が定める「ＥＴＣシステム利用規定」・「ＥＴＣシステム利
用規程実施細則」及び車載器業者が定める利用規程等を合わせ遵守
してＥＴＣカードを利用するものとします。尚、会員規約と本特約
の規定が重複する場合は本特約の規定を優先します。

第２条（定義）
本特約における次の用語は、以下のとおり定義するものとします。
１．「ＥＴＣカード」とは、自動料金収受者が運営するＥＴＣシス

テムにおいて利用される通行料金等の支払専用に第３条に定める
方法により発行されるカードをいいます。

２．「自動料金収受者」とは、東日本高速道路株式会社、首都高速
道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会
社、阪神高速道路株式会社、本州四国連絡高速道路株式会社及び
公社等の道路設備特別措置法に基づく道路管理者のうち、当社が
クレジットカード決済契約を締結した有料道路管理者をいいます。

３．「ＥＴＣシステム」とは、自動料金収受者所定の料金所におい
てＥＴＣ利用者がＥＴＣカード及び車載器、並びに自動料金収受
者設置の路側システムを利用して通行料金の支払いを行うシステ
ムをいいます。

４．「車載器」とは、ＥＴＣ利用者がＥＴＣシステム利用のため、
車輌に設置する通信用の装置をいいます。

５．「路側システム」とは、自動料金収受者所定の料金所のＥＴＣ
車線に設置され、車載器との無線により必要情報を授受する装置
のことをいいます。

第３条（ＥＴＣカードの発行・管理責任）
１．当社は、会員より本特約及び会員規約を承認のうえ、所定の方

法でＥＴＣカードの申し込みを受けた場合、当社が適当と認めた
会員に対し、会員が指定し当社が認めたカード（以下「指定カー
ド」といいます。）に追加して、ＥＴＣカードを発行し、貸与し
ます。尚、ＥＴＣカードを貸与された会員（以下「ＥＴＣ会員」
といいます。）は、ＥＴＣシステムにおいては指定カードに代わ
りＥＴＣカードを利用することにより指定カードによる決済サー
ビスを受けることができます。
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２．ＥＴＣカードは、ＥＴＣカードの表面に印字されたＥＴＣ会員
本人に限り利用できます。

３．ＥＴＣカードの所有権は当社に属し、ＥＴＣ会員は善良な管理
者の注意をもってＥＴＣカードを利用・管理するものとします。
万が一他人に貸与したり、車輌に放置する等により第三者による
不正使用があった場合、ＥＴＣ会員本人が支払責任を負うものと
します。

４．ＥＴＣ会員は当社よりＥＴＣカードを貸与されたときは、本特
約及び会員規約を承認のうえ、本特約に定める方法でＥＴＣカー
ドを利用するものとします。ＥＴＣ会員が本特約及び会員規約を
承認しない場合には、利用開始前に直ちにＥＴＣカードを切断し
たうえで当社に返却するものとします。

第４条（ＥＴＣカードの利用方法）
１．ＥＴＣ会員は、自動料金収受者所定の料金所において、ＥＴＣ

カードを挿入した車載器を介し路側システムと無線で必要情報を
授受し、通行料金の支払いができます。

２．ＥＴＣ会員は、自動料金収受者所定の料金所において、ＥＴＣ
カードの提示を求められた場合、これを提示して有料道路の料金
の支払いができるものとします。

第５条（ＥＴＣカードの利用代金の支払方法）
１．ＥＴＣカードの利用代金の支払方法は、１回払いとします。但

し、指定カードの支払方法に別途会員規約の定めがある場合は、
当該規約の支払方法によるものとします。

２．当社は、ＥＴＣ会員のＥＴＣカード利用代金を指定カードの利
用代金請求と同じ方法により請求し、ＥＴＣ会員は指定カードの
利用代金と合算して支払うこととします。

３．当社の利用代金の請求は、自動料金収受者の請求データに基づ
きます。万が一、自動料金収受者の請求データに疑義がある場合
には、ＥＴＣ会員と自動料金収受者間で解決し、当社への支払い
の義務は免れません。

第６条（ＥＴＣカードの利用・貸与の停止）
ＥＴＣ会員が、本特約もしくは会員規約に違反した場合、ＥＴＣカ
ードまたは指定カードの利用状況が適当でないと当社が認めた場合、
当社はＥＴＣ会員に通知することなくＥＴＣカードもしくは指定カ
ードまたは両カードの利用・貸与の停止、返却など会員規約に定め
る措置をとることができるものとし、ＥＴＣ会員は予めこれを承諾
するものとします。当社は、ＥＴＣカードの利用停止の措置及び契
約終了にともなう措置等による道路上での事故に関し、これを解決
もしくは損害賠償する責任を一切負わないものとします。

第７条（�ＥＴＣカードの紛失・盗難、破損・変形などの届出義務・ 
責任及び再発行）

１．ＥＴＣ会員が、ＥＴＣカードを紛失し、もしくは盗難等にあっ
た場合、速やかに下記の諸手続きを行うものとします。

（１）当社に直接電話などによる連絡
（２）当社に所定の届出書の提出
（３）最寄の警察署への届出
２．前項の場合のＥＴＣ会員の責任は、会員規約に定める「カード

紛失・盗難の規定」によるものとします。
３．ＥＴＣカードが破損、変形もしくは機能不良になった場合は、

直ちに当社に届け出るものとします。
４．ＥＴＣカードは、当社が認める場合に限り再発行します。この

場合当社所定の手数料を支払うものとします。
５．ＥＴＣカードの再発行によりＥＴＣカードの会員番号が変更と

なった場合、自動料金収受者が実施する登録型割引制度を利用す
るＥＴＣ会員は、自ら、自動料金収受者の変更手続を行うものと
し、その変更手続が完了するまで所定の割引が適用されないこと
を予め承諾するものとします。また、所定の割引が適用されない
ことによりＥＴＣ会員が被った損害について、当社は一切の責任
を負わないものとします。

第８条（ＥＴＣカードの有効期限）
１．ＥＴＣカードの有効期限は、指定カードと別に定めるものとし、

ＥＴＣカード券面に記載した月の末日までとします。
２．ＥＴＣカードの有効期限が到来する場合、当社が引き続きＥＴ

Ｃ会員として適当と認める方には、新しいＥＴＣカードを送付し
ます。

３．有効期限内におけるＥＴＣカード利用による支払いについては、
有効期限経過後といえども会員規約及び本特約を適用します。

第９条（退会）
ＥＴＣ会員はＥＴＣカードを退会する場合、当社所定の退会手続き
を行うとともに、ＥＴＣカードを当社に返却するか、ＥＴＣカード
のＩＣチップ部分を切断のうえ破棄していただきます。尚、指定カ
ードを退会した場合は、当然にＥＴＣカードも退会したものとみな
します。

第１０条（指定カードの変更）
ＥＴＣ会員は、当社所定の変更手続きを行い当社が認めた場合に、
当社が発行する他のクレジットカードを指定カードとすることがで
きます。

第１１条（ＥＴＣカードの年会費）
ＥＴＣ会員は当社に対し、会員規約に定める年会費とは別に、入会
申込書及びホームページ等に記載する所定のＥＴＣカードの年会費
を支払うものとします。ＥＴＣカード年会費は、退会またはＥＴＣ
会員資格の取り消しとなった場合は事由の如何にかかわらず返却し
ないものとします。

第１２条（免責事項）
１．当社は、ＥＴＣカードの利用代金の支払いに関する事項を除き、

事由の如何にかかわらず、道路上での事故、ＥＴＣシステムもし
くは車載器に関する紛議などに関し、これを解決し、または損害
を賠償する等の責任を一切負わないものとします。

２．当社は、ＥＴＣカードの紛失・盗難、破損・変形または機能不
良など、ＥＴＣカードを利用することができないことによりＥＴ
Ｃ会員に生じた損失、不利益に関して、一切の責任を負わないも
のとします。

第１３条（会員規約）
本特約に定められていない事項については、会員規約によるものと
します。

エムアイカード・エムアイポイントサービス特約
第１章＜エムアイポイントサービスに係る特約＞
第１条（本特約の目的及び適用）

１．エムアイポイント（以下「ポイント」といいます。）は、株式
会社エムアイカード（以下「当社」といいます。）が、株式会社
三越伊勢丹を含む三越伊勢丹ホールディングス企業グループ及び
その他の企業等と提携して発行、運用及び管理するポイントプロ
グラムです。

２．「エムアイカード・エムアイポイントサービス特約」（以下「本
特約」といいます。）は、当社が発行するクレジットカード（以
下「カード」といいます。）に適用される「会員規約」（以下「ク
レジットカード会員規約」といいます。）に定める本会員及び家
族会員（以下、総称して「クレジットカード会員」といいます。）
が、カードの付帯サービスとして、本特約第８条で定めるエムア
イポイントサービス（以下、総称して「エムアイポイントサービ
ス」といいます。）及び本特約第１４条で定めるエムアイポイン
ト券サービス（以下総称して「エムアイポイント券サービス」と
いい、エムアイポイントサービスと合わせて「ポイントサービス」
といいます。）を利用する場合の規定を定めるものです。

３．本特約はクレジットカード会員規約の一部を構成するものであ
り、クレジットカード会員は、クレジットカード会員規約及び本
特約を承認し、ポイントサービスを利用するものとします。なお、
本特約に定められていない事項については、クレジットカード会
員規約に定めるところによりますが、クレジットカード会員規約
と本特約の規定に矛盾、齟齬がある場合、別段の定めがない限り、
本特約を優先します。

４．本特約で使用される用語は、別途、本文中に定義されない限り、
本特約の第２条で定義される意味を有します。また、本特約第２
条で定義されない用語については、クレジットカード会員規約で
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定義される意味を有します。
第２条（定義）

本特約における次の用語は、以下のとおり定義する意味を有します。
１．「エムアイポイント会員」とは、（ⅰ）クレジットカード会員、
（ⅱ）三越伊勢丹ＷＥＢ会員、及び（ⅲ）その他ポイントサービ
スを利用するために、別途定めるポイントサービスに係る会員規
約に従って登録を申し込み、当社が申し込みを承諾し、会員情報
登録を完了した個人をいいます。

２．「エムアイポイント会員証」とは、エムアイポイントサービス
を利用することのできるエムアイポイント会員であることを示す
ものであり、当社が発行したクレジットカード、エムアイポイン
ト提携先が当社と合意したところに従い発行したエムアイポイン
トカード、その他当社が会員証として認めたものをいいます。

３．「デジタル会員証」とは、エムアイポイント会員証の機能を有
するアプリケーション（アプリケーションに表示されるバーコー
ドもしくは二次元コードまたは非接触型ＩＣチップの総称）をい
います。 

４．「エムアイポイント会員証等」とは、エムアイポイント会員証
及びデジタル会員証の総称をいいます。

５．「エムアイポイント提携先」とは、株式会社三越伊勢丹を含む
三越伊勢丹ホールディングス企業グループ及びその他の企業等で
あって、エムアイポイント会員に対しポイントを付与することが
できる者をいいます。

６．「エムアイポイント加盟店」とは、当社及びエムアイポイント
提携先との間でエムアイポイントサービスに参加することに合意
した者をいいます。

７．「エムアイポイント付与対象店舗」とは、エムアイポイント会
員が、その商品・サービスの購入・利用の代金支払いに対し、ポ
イントの付与を受けることができる対象店舗（オンラインショッ
プを含みます。）をいいます。

８．「エムアイポイント利用可能店舗」とは、エムアイポイント加
盟店が運営・管理するポイントの利用（第８条第２項で定義しま
す。）が可能な店舗（オンラインショップおよび当社を含みます。）
をいいます。

９．「登録日」とは、エムアイポイント会員として当社に登録され
た日をいいます。ただし、２０１６年４月５日以前より引き続き
クレジットカード会員または三越伊勢丹ＷＥＢ会員である場合、
それぞれクレジットカード会員または三越伊勢丹ＷＥＢ会員とな
った日を意味します。また、株式会社三越伊勢丹が特に指定し、
かつその利用規約等に登録日に関する規定があるアプリケーショ
ン上で三越伊勢丹ＷＥＢ会員への登録を行った場合、当該規定が
登録日として定める日を意味します。

１０．「登録月」とは、登録日の属する月をいいます。
１１．「商品等」とは、商品またはサービスを意味し、商品または

サービスの購入または利用を「商品等の購入等」といいます。
１２．「ポイント率」とは、エムアイポイント会員による商品等の

購入等の代金額の何円に対して何ポイントが付与されるかという
割合をいいます。

１３．「ポイント残高」とは、エムアイポイント会員に付与された
（エムアイポイント会員が貯めた）ポイントの未利用の合計残高
をいいます。

１４．「ポイント積立期間」とは、（１）登録日から、その年の
１２月３１日までの期間をいい、かつ、（２）それ以降は、直前
の積立期間の終了日の翌日である１月１日から１２月３１日まで
の１年間をいいます。

１５．「ポイント有効期限」とは、各ポイント積立期間に貯めたポ
イントを利用できる期間のことであり、各ポイント積立期間に加
えて、各ポイント積立期間の終了日の翌日である１月１日から翌
年１月３１日までの１３カ月間をいいます。

１６．「エムアイポイントウェブサイト」とは、ポイントサービス
の公式ウェブサイト（https://www.mipoint.jp）及び当社のウェブ
サイトのポイントサービス関連ページをいいます。

１７．「三越伊勢丹ＷＥＢ会員」とは、株式会社三越伊勢丹の定め

る「三越伊勢丹ＷＥＢ会員規約」に従って三越伊勢丹ＷＥＢ会員
または別途当社が指定する名称の同社のオンラインショッピング
会員として登録されている者をいいます。

１８．「指定ＩＤ及びパスワード」とは、エムアイポイント会員が
インターネット上でエムアイポイントサービスを利用するために、
エムアイポイントウェブサイト、エムアイポイント付与対象店舗
であるショッピングサイトおよびその他当社の指定するウェブサ
イトにログインするためのＩＤ及びパスワードをいい、三越伊勢
丹ＷＥＢ会員として株式会社三越伊勢丹に登録したログインＩＤ
及びパスワードとなります。

１９．「会員情報連携」とは、三越伊勢丹ＷＥＢ会員資格を有する
者が、当該三越伊勢丹ＷＥＢ会員の登録情報に、当該三越伊勢丹
ＷＥＢ会員が有するクレジットカード会員としての情報を登録す
ることをいいます。

２０．「ポイント交換」とは、エムアイポイントと、提携先が運営
管理するポイントプログラムにおけるポイント、商品等の割引に
利用できる券類及びその他物品とを所定の条件に従い交換または
引換えすることをいいます。なお、エムアイポイント会員の資格
によっては、ポイント交換を受けることができないことがありま
す。

２１．「ポイント券」とは、ポイントと引換えに当社が発行する買
物券をいいます。

２２．「ポイント券加盟店」とは、当社との間でエムアイポイント
券サービスに参加することに合意して提携する企業等をいいます。

２３．「ポイント券利用可能店舗」とは、ポイント券加盟店が運営・
管理する、ポイント券利用が可能な店舗をいいます。

２４．「ポイント券利用」とは、ポイント券加盟店にて顧客が商品
等の購入等を行うにあたって、ポイント券加盟店が顧客からポイ
ント券を受領する方法により行う商品等の購入等の代金の全部ま
たは一部の決済を行うことをいいます。

２５．「提携先」とは、エムアイポイント提携先、エムアイポイン
ト加盟店及びポイント券加盟店、その他エムアイポイント会員向
けサービスを提供するにあたって当社が提携する企業（ポイント
交換の提携先を含みます。）をいいます。

２６．「共同利用会社」とは、当社が個人情報を共同利用する、当
社のウェブサイトにて公表している三越伊勢丹ホールディングス
企業グループの各社をいいます。

第３条（ポイントの付与）
１．クレジットカード会員は、エムアイポイント付与対象店舗で商

品等の購入等を行う際に、カードにより商品等の購入等の代金の
支払をした場合、次項以下の規定にしたがってポイントが付与さ
れます。

２．エムアイポイント付与対象店舗、カードの種別または対象商品
等により、ポイント付与の対象とならない場合またはポイント率
が異なる場合があります。詳細は別途定めるものとし、エムアイ
ポイントウェブサイトに掲載する等の方法でエムアイポイント会
員に告知します。

３．ポイントを利用した代金分についてはポイントの付与対象とは
なりません。

４．本会員は、カードの発行前であっても、仮カードの発行を受け
た場合には、エムアイポイント付与対象店舗のうち、三越伊勢丹
ホールディングス企業グループに属する当社所定の店舗において
は、仮カードの提示をもって、所定のポイントの付与を受けるこ
とができます。ただし、仮カードのままポイントの利用をするこ
とはできません。また、当社から、当該本会員に対して、カード
が発行されない旨通知された場合、仮カードで貯めたポイントは、
全て失効します。

第４条（本会員と家族会員のポイントの取扱い）
１．本会員及び家族会員は、それぞれがエムアイポイント会員の資

格を有するものとします。ただし、ポイント残高は本会員及び家
族会員の準共有とします。

２．クレジットカード会員規約に定める本会員は、家族会員の貯め
たポイントを利用することができ、家族会員は、本会員または他
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の家族会員の貯めたポイントを利用することができます。本会員
及び家族会員は当該利用について予め承諾するものとし、家族間
でのポイントの利用について何らかの問題が生じた場合、本会員
が全ての責任を負うものとし、当社は一切責任を負うものではあ
りません。

３．本会員及び家族会員について、それぞれ自己のカードがエムア
イポイント会員証となります。本会員及び家族会員は、自己のカ
ードを提示することにより、第２章及び第３章で定めるところに
従ってポイントの付与を受けることまたはポイントもしくはポイ
ント券を利用することができます。

４．本会員がクレジットカード会員規約に基づきカードの利用停止
となった場合、家族会員もカードの利用が停止となり、エムアイ
ポイントサービスの利用ができなくなります。

５．本会員がクレジットカード会員規約に基づき退会しまたはクレ
ジットカード会員の資格を喪失した場合、本会員及び家族会員が
貯めたポイント残高は全て失効します。ただし、家族会員が当社
所定の時までに別のエムアイポイント会員の資格を得たことを当
社に申告し、当社がこれを認めた場合は、本会員及び家族会員が
貯めたポイント残高を引き継ぎ利用することができます。当該別
のエムアイポイント会員の資格を得た家族会員が複数いる場合は、
ポイント残高の全部を本会員が予め指定する（ただし、当該指定
がないときは、当社が指定します。）一名のみが引き継ぐことが
できます。

６．家族会員がクレジットカード会員規約に基づき退会しまたはク
レジットカード会員の資格を喪失した場合、当該家族会員が貯め
たポイント残高は当然には失効せず、本会員及び他の家族会員は、
ポイント残高を引き継ぎ利用することができます。

第５条（ポイントサービスの利用停止・会員資格の取消事由の追加）
１．クレジットカード会員が本特約第２１条に定めるポイントサー

ビスの利用停止またはエムアイポイント会員としての資格喪失の
事由のいずれかに該当する場合（なお、クレジットカード会員が
その他のエムアイポイント会員の資格を有するときは、同条で言
及される「エムアイポイント会員」とは、クレジットカード会員
としての資格のみならず、当該他のエムアイポイント会員として
の資格も意味します。）、当社は、ポイントサービスの利用を停止
し、またはクレジットカード会員としての資格を取消すことがで
きます。本項は、クレジットカード会員規約第２１条第１項第１
文に追加して定められるものであり、本項に基づき当社がクレジ
ットカード会員としての資格を取消したときは、クレジットカー
ド会員規約第２１条第１項第２文、第５項及び第６項が適用され
ます。

２．クレジットカード会員は、前項によりポイントサービスの利用
を停止された場合、当社が利用停止の原因が解消したものと判断
し、当該利用の再開を認めない限り、ポイントサービスを利用す
ることができません。

３．本条第１項に該当した場合、当社は、当社のクレジットカード
会員その他のエムアイポイント会員の新たな申込みを受けること
ができなくなる場合があります。

４．当社による本条第１項の措置により、クレジットカード会員に
何らかの損害が生じたとしても、当社は一切責任を負わないもの
とします。

第６条（退会時の取扱）
１．クレジットカード会員が退会しまたはクレジットカード会員と

しての資格を喪失した場合、エムアイポイント会員としての資格
も同時に自動的に喪失します。

２．前項にもかかわらず、クレジットカード会員がその他のエムア
イポイント会員としての資格を有する場合、当該資格に基づくエ
ムアイポイントサービスについては、当該資格に係る規約が適用
されます。ただし、クレジットカード会員として貯めたポイント
残高は、失効し、当該他のエムアイポイント会員の資格のポイン
トとして引き継ぐことはできません。

第７条（ポイントサービスの終了）
当社と株式会社三越伊勢丹を含む三越伊勢丹ホールディングス企業

グループ及びその他の企業等との提携の終了等、理由のいかんを問
わず、当社がポイントサービスを終了した場合でも、クレジットカ
ード会員は、カードの有効期限中は、クレジットカード会員規約に
基づきカードを利用することができます。

第２章＜エムアイポイントサービスについて＞
第８条（エムアイポイントサービス）

エムアイポイント会員は、エムアイポイントサービスとして、以下
に定めるサービスの提供を受けることができます。
１．ポイントの付与について
（１）エムアイポイント付与対象店舗での商品等の購入等に際し、

エムアイポイント会員証等を提示し、または指定ＩＤ及びパス
ワードを入力したエムアイポイント会員に対し、商品等の代金
額及び内容、その他利用状況等、当社が別途定める条件に応じ
てポイントを付与するものとします。ポイント率及びポイント
が付与される日及びその他ポイント付与の条件は、エムアイポ
イント付与対象店舗毎に異なります。

（２）前号のほか、当社またはエムアイポイント提携先が、キャン
ペーン等の理由で、エムアイポイント会員に対してポイントを
付与する場合があります。

（３）エムアイポイント会員は、各ポイント積立期間において、付
与されたポイントを貯めることができます。各ポイント積立期
間内に貯めたポイントについては、ポイント有効期限内に利用
しなければならず、未利用分は失効し、繰り越されません。

２．ポイントの利用について
（１）エムアイポイント会員は、当社が発行し、貯めたポイントを

利用して、エムアイポイント利用可能店舗が提供する商品等の
購入等の代金の全部もしくは一部の値引きを受けることまたは
当該代金の全部もしくは一部に充当すること（以下「ポイント
の利用」または「ポイントを利用」するといいます。）ができ
ます。ただし、ポイントの利用は、当該ポイントの利用直前の
時点におけるポイント残高の範囲内に限ります。

（２）ポイント利用可能店舗は、エムアイポイント提携先及びエム
アイポイント加盟店（三越伊勢丹ホールディングス企業グルー
プの店舗を含みます。）です。なお、詳細につきましてはエム
アイポイントウェブサイトに掲載のとおりです。

（３）１ポイント１円として１ポイントから利用可能です。
（４）第（１）号の規定にかかわらず、エムアイポイント利用可能

店舗が提供する商品等には一部ポイントを利用できないもの
（例えば、お買い物券、商品券、ビール券、各種ギフト等の金
券類似物）があります。また、エムアイポイント会員の年齢に
より、ポイントを利用できない商品等がある場合があります。

（５）エムアイポイント会員に付与されたポイントは、その付与さ
れた当日から利用することができます。

（６）ポイントの利用後はポイントの利用の取り消し等はできず、
ポイントの返還には応じることはできません。

（７）当社は、エムアイポイント利用可能店舗から提供される商品
等についていかなる保証も与えるものではなく、エムアイポイ
ント会員がポイントを利用することによりエムアイポイント利
用可能店舗から提供を受ける商品等についての責任を負いませ
ん。

（８）商品等の購入等の代金の全額または一部につきポイントの利
用によって値引きされまたは支払われた商品等について、購入
等が行われたポイント利用可能店舗において返品または解除等
が行われる場合、当該エムアイポイント利用可能店舗において
返品または解除等を行う際に、利用されたポイント数を返却す
ることによって返金分を清算するものとします。ただし、商品
等の購入等の代金の一部につきポイントの利用によって値引き
されまたは支払われ、値引き後の代金または支払い後の代金残
額につき現金等によって支払われた商品等について、現金等に
よって支払われた分は現金等（ただし、当該ポイント利用可能
店舗によって認めた支払方法に限ります。）で返金するものと
します。

（９）エムアイポイント会員の内、当社が指定する資格のエムアイ
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ポイント会員は、エムアイポイント利用可能店舗におけるポイ
ントの利用のほか、他のポイントサービスとのポイント交換を
行うことができる場合があります。ただし、当社は、いつでも、
当該ポイント交換の内容を変更し、または当該ポイント交換を
終了することができるものとします。なお、詳細につきまして
はエムアイポイントウェブサイトに掲載のとおりです。

（１０）エムアイポイント会員が、ポイント残高の一部または全部
を、前項に基づき提携先が運営管理するポイントサービスのポ
イントと交換した場合、または提携先が発行する商品券等、提
携先が提供する物品と引き換えた場合、交換したポイントまた
は商品券等、物品に関する事項については、当該提携先及びそ
の関係者が定める規約等に従うものとし、当社は、当該提携先
のポイントもしくは提携先の商品券等、提携先が提供する物品
またはそれらの取扱いについて一切責任を負いません。

（１１）エムアイポイント会員は、ポイント残高を換金したり、払
戻し等、ポイント残高について現金の支払を要求することはで
きません。

３．ポイントの移行について
（１）エムアイポイント会員として複数の資格を有する場合、別個

のエムアイポイント会員として取り扱われ、各資格においてそ
れぞれ貯めたポイントを合算して利用することはできません。

（２）前号の規定にかかわらず、三越伊勢丹ＷＥＢ会員およびクレ
ジットカード会員の両方のエムアイポイント会員資格を有し、
かつ、両資格の会員情報連携が行われている場合は、三越伊勢
丹ＷＥＢ会員として貯めたポイントは当該クレジットカード会
員としてのポイントに自動的に移行され、当該クレジットカー
ド会員としてのポイントと合算されます（但し、会員情報連携
の開始から当該合算の手続が完了するまでに一定の時間を要し
ます）。当該合算後のポイントは、当該クレジットカード会員
としてのエムアイポイント会員資格において利用することがで
きます。なお、当該合算後のポイントには、クレジットカード
会員規約が適用され、以後、いかなる事情があっても、三越伊
勢丹ＷＥＢ会員としてのポイントに戻したり、移行させたりす
ることはできません。

（３）第２号に基づき移行されたポイントについては、移行先であ
るクレジットカード会員の資格に係るポイント有効期限が適用
されます。

４．ポイント券との引換えについて
エムアイポイント会員は、ポイント残高の一部または全部を、第
３章の各条件及び方法によりポイント券に引き換えることができ
ます。

第９条（エムアイポイントサービスの提供の一時停止）
１．エムアイポイントサービスは、以下の場合、一時停止する場合

があります。
（１）エムアイポイント会員証等（デジタル会員証が記録されたモ

バイル端末機器も含み、以下本条において同じとします。）を
紛失し、盗難にあい、または第三者に利用された旨、当社所定
の問い合わせ窓口に申告があった場合

（２）指定ＩＤ及びパスワードの一部または全部が漏洩し、開示さ
れ、または第三者に利用された旨、当社所定の問い合わせ窓口
に申告があった場合

（３）エムアイポイント会員証等の破損もしくは故障、不具合その
他何らかの理由により、エムアイポイント会員証等または指定
ＩＤ及びパスワードの一部または全部が利用できなくなった場
合

（４）エムアイポイントサービスの不正な利用の疑いが生じた場合
（５）エムアイポイントサービスに係るシステムの障害が生じた場

合、または当該システムの保守管理等のために必要な場合
（６）その他、当社が必要であると判断した場合
２．当社はエムアイポイントサービスの継続的かつ完全な利用の提

供を保証するものでなく、前項各号のいずれの事由が生じた場合
でも、当社は、エムアイポイント会員に対して損害賠償その他一
切責任を負いません。

第１０条（ポイント有効期限）
１．各ポイント積立期間内に貯められたポイントのポイント有効期

限は、各ポイント積立期間に加えて、当該ポイント積立期間の終
了日の翌日である１月１日から翌年１月３１日までの１３カ月間
であり、ポイント有効期限内に利用されなかったポイントは全て
失効します。

２．前項にもかかわらず、当社またはエムアイポイント提携先が、
キャンペーン等の理由で、エムアイポイント会員に対してポイン
トを付与する場合等、前項と異なる有効期限を指定することがあ
ります。

第１１条（ポイントの失効・取消・修正）
１．下記各号のいずれかに該当した場合、当該事由に該当した時点

で、当該時点のポイント残高の全てが失効し、ポイントの利用が
できなくなります。

（１）ポイント有効期限内にポイントが利用されなかった場合
（２）エムアイポイント会員が退会しまたはその資格を喪失した場

合（ただし、エムアイポイント会員として二つ以上の資格を有
する場合、一つの資格について退会したとしても、エムアイポ
イント会員としての他の資格に基づくポイントが失効するもの
ではありません。）

（３）エムアイポイントサービスが終了した場合
（４）エムアイポイント会員が死亡した場合
（５）三越伊勢丹ＷＥＢ会員の登録を完了するまでに、デジタル会

員証が記録されたモバイル端末機器の破損、故障または不具合、
アプリケーションのアンインストールその他の理由によってデ
ジタル会員証を利用できなくなった場合

（６）その他当社がポイントを失効させることが適切であり必要で
あると判断した場合

２．エムアイポイント付与対象店舗におけるエムアイポイント会員
による商品等の購入等に関する契約が取消、解除、無効等の理由
により終了した場合、商品等の購入等の代金額等に応じて発行し
たポイントを取り消すことがあります。本項の規定によりポイン
トが取り消された場合において、エムアイポイント会員が貯めた
ポイントを既に利用したなどの事情により、ポイント残高がマイ
ナスとなったときは、ポイント残高の当該マイナス相当分につき、
現金または当社の指定する支払方法（たとえば、上記契約終了に
よりエムアイポイント会員に返金される代金の額からエムアイポ
イント付与対象店舗が当該マイナス相当分を差し引く方法、エム
アイポイント会員から当社またはエムアイポイント付与対象店舗
に対して当該マイナス相当分の現金を支払う方法等）にて精算す
ることが必要となる場合があります。

３．当社がポイント残高を修正すべき特段の事情が存在すると判断
した場合、エムアイポイント会員のポイント残高を修正すること
があります。当該修正により、ポイント残高が減少した場合には、
減少分のポイントは利用ができなくなります。

第１２条（�エムアイポイント付与対象店舗及びエムアイポイント利用
可能店舗の変更等）

エムアイポイントサービスへの新規参加やエムアイポイントサービ
スからの脱退により、ポイントが付与されるエムアイポイント付与
対象店舗及びポイントを利用できるエムアイポイント利用可能店舗
の範囲が変更されることがあります。また、エムアイポイント付与
対象店舗及びエムアイポイント利用可能店舗の一部について、ポイ
ントの付与またはポイントの利用に制限がある場合があります。な
お、詳細につきましては、エムアイポイントウェブサイトに掲載の
とおりです。

第１３条（提携先との提携関係等に基づく会員特約）
当社と一定の提携先との間の提携関係等に基づき、一定の資格を有
するエムアイポイント会員を対象とした会員特約を定めている場合
があります。エムアイポイント会員が、当該会員特約に定める一定
の資格を有する場合には、本特約の規定のほか、当該会員特約の規
定の適用を受けます。
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第３章＜エムアイポイント券サービスについて＞
第１４条（エムアイポイント券サービス）

当社は、エムアイポイントサービスにおいて付与したポイントとの
引換えが可能な買物券として、ポイント券を発行するものとします。
エムアイポイント会員は、ポイント残高の一部または全部を、当社
所定の条件に従い、ポイント券に引換え、ポイント券加盟店の管理・
運営するポイント券利用可能店舗が提供する商品等の購入等の代金
の全部または一部として利用すること（以下「ポイント券の利用」
または「ポイント券を利用」するといいます。）ができるものとし
ます。以下、ポイント券との引換え及びポイント券の利用に関する
サービスを総称して「エムアイポイント券サービス」といいます。

第１５条（エムアイポイント券の利用条件）
１．ポイント券には、それぞれ額面金額が記載されています。ポイ

ント券の利用は、各ポイント券の額面金額の範囲内に限ります。
なお、複数枚のポイント券を同時に利用することが可能です。

２．ポイント券は、ポイントと引換えをした本人又は本人からの譲
受人のみが利用可能です。但し、エムアイポイント会員は、本会
員が引き換えたポイント券を家族会員に、家族会員が引き換えた
ポイント券を本会員または他の家族会員に譲渡する場合を除き、
自らがポイントと引換え、入手したポイント券を、第三者に譲渡
してはならないものとします。

３．ポイント券は、ポイント券利用可能店舗においてのみ利用が可
能です。

４．前項の規定にかかわらず、ポイント券利用可能店舗が提供する
商品等には一部ポイント券を利用できない商品等（例えば、お買
い物券、商品券、ビール券、プリペイドギフトカード、印紙、切
手、回数券その他有価証券ないし金券類似物）があります。また、
エムアイポイント会員の年齢により、ポイント券を利用できない
商品等がある場合があります。なお、これらの詳細につきまして
は、エムアイポイントウェブサイトに掲載のとおりです。

５．エムアイポイント会員がポイントと引換え、発券を受けたポイ
ント券は、発券当日から利用することができます。但し、一度引
換えたポイント券をポイントに戻すことはできません。

６．ポイント券利用可能店舗にてポイント券を利用した後は、ポイ
ント券の利用の取り消し等はできず、ポイント券加盟店及び当社
は、ポイント券またはエムアイポイントの返還に応じることはで
きません。

７．ポイント券の利用においては、商品等の購入等の代金の金額が、
利用するポイント券に記載されている額面金額に利用枚数を乗じ
た合計金額以下となった場合でも、つり銭は出ません。

８．当社は、ポイント券利用可能店舗から提供される商品等につい
ていかなる保証も与えるものではなく、エムアイポイント会員が
ポイント券を利用することによりポイント券利用可能店舗から引
渡しまたは提供を受ける商品等についての責任を負いません。

９．ポイント券の利用によって支払われた商品等の返品または解除
等に伴うポイント券の再発行はできません。

１０．エムアイポイント会員は、ポイント券を換金したり、払戻し
等、ポイント券について現金の支払を要求することはできません。

第１６条（ポイント券の有効期限）
１．ポイント券の有効期限は、ポイントとの引換えの申請を当社が

受け付けた後、ポイント券を発行する登録をした日（同日を含む。）
が属する月から起算して、６カ月後の月末日であり、ポイント券
有効期限内に利用されなかったポイント券は全て失効します。

２．前号にもかかわらず、当社が、エムアイポイント会員に対して、
キャンペーン等の理由で、ポイントとポイント券との引換えを実
施する場合等、前項と異なる有効期限を指定することがあります。

第１７条（ポイント券の失効、その他の注意事項）
１．下記各号のいずれかに該当した場合、当該事由に該当した時点

で、当該時点のポイント券が失効し、ポイント券の利用ができな
くなります。

（１）ポイント券の有効期限内に利用されなかった場合
（２）エムアイポイント券サービスが終了した場合
（３）本規約に定める禁止事項に違反するなどの行為が判明した場

合
（４）ポイント券から、ポイント券加盟店用控え部分が切り離され

た場合
（５）その他当社がポイント券を失効させることが適切であり必要

であると判断した場合
２．ポイント券の紛失、盗難、破損等の場合、以下の通り取扱われ

るものとします。
（１）ポイント券を紛失または盗難された場合であっても、ポイン

ト券の再発行はいたしません。万が一、紛失または盗難された
ポイント券がポイント券利用可能店舗で第三者に利用された場
合であっても、有効なポイント券の利用があったものとみなし、
ポイント券の再発行、ポイントの返還等には一切応じられませ
ん。

（２）ポイント券の破損、汚損、滅失その他何らかの理由により、
ポイント券が利用できなくなった場合であっても、ポイント券
の再発行はいたしません。

３．エムアイポイント会員は、ポイント券利用にあたり、ポイント
券利用可能店舗において、ポイントと引換えをした本人又は本人
からの正当な譲受人であることの確認のために、エムアイポイン
ト会員証等の提示を求められることがあります。当該提示に応じ
ない場合には、ポイント券利用の受入を拒否されることもありま
す。

第４章＜一般事項＞
第１８条（禁止事項）

１．エムアイポイント会員は、エムアイポイント会員として有する
権利を、第三者に譲渡または行使させてはならないものとします。

２．エムアイポイント会員は、ポイントサービスの利用によって取
得した情報を私的範囲内で利用するものとし、商業的に利用して
はならないものとします。

３．エムアイポイント会員は、ポイントサービスを利用し、または
登録情報を変更する場合などにおいて、虚偽の情報を申告しては
ならないものとします。

４．エムアイポイント会員は、法令に違反する行為またはそのおそ
れのある行為をしてはならないものとします。

５．エムアイポイント会員は、その他、当社が不適当、不適切と判
断する行為をしてはならないものとします。

第１９条（ポイントサービスの内容及び利用条件の変更）
１．当社及び提携先はポイントサービスの内容を必要に応じ事前の

予告なく随時変更することができるものとします。
２．エムアイポイント付与対象店舗、エムアイポイント利用可能店

舗、ポイント率、ポイントの利用上限、ポイントを貯める方法及
び利用の方法、ポイントを利用できない商品等の範囲、ポイント
積立期間、ポイント有効期限、ポイント券利用可能店舗、ポイン
トからポイント券への引換え比率、ポイント券の利用上限、ポイ
ント券の利用の方法、ポイント券を利用いただけない商品等の範
囲、ポイント券の有効期限、その他ポイントサービスの利用条件
について、当社は、事前に予告なく変更する場合があります。そ
の時々において有効なポイントサービスの利用条件につきまして
は、エムアイポイントウェブサイトに掲載する等の方法によりエ
ムアイポイント会員に告知されます。当該利用条件の変更後のエ
ムアイポイント会員の利用を以って、変更後の利用条件に同意し
たものとします。

第２０条（ポイントサービスの一部または全部の終了）
当社は、当社と提携先との間の提携の終了等、理由のいかんを問わ
ず、当社の都合により、ポイントサービスの一部または全部を終了
することがあります。この場合、既に付与されたポイントの利用や、
引換え済のポイント券の利用等ができなくなる場合があります。な
お、ポイントサービスを終了する場合、原則として、当社は、エム
アイポイントウェブサイトに掲載する等の方法により、事前の通知
または一定の期間を設けてエムアイポイント会員に告知します。

第２１条（�ポイントサービスの利用停止・エムアイポイント会員とし
ての資格の喪失）

１．当社及び提携先において、エムアイポイント会員が以下のいず
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れかに該当する場合、ポイントサービスの利用停止、またはエム
アイポイント会員としての資格を喪失する場合があります。

（１）会員登録情報のいずれかの事項に、虚偽の申告があった場合
（２）エムアイポイント会員として登録の際に、登録申込み拒絶事

由が存在することが判明した場合
（３）会員登録情報のいずれかの事項に変更があったにもかかわら

ず、当社所定の届出がなく、ポイントサービスの運営上、支障
が生じた場合

（４）エムアイポイント会員証等または貯めたポイントまたは入手
したポイント券を第三者に譲渡（ただし、当社所定の手続きに
従って行う場合または別途本規約に定める場合を除きます。）
もしくは貸与し、またはこれらに担保を設定した場合

（５）指定ＩＤ及びパスワードの一部または全部を第三者に開示し
または使用させた場合

（６）ポイントサービスを利用する際に指定ＩＤ及びパスワードの
一定回数以上の入力ミス等、当社がエムアイポイント会員のセ
キュリティ確保のために必要と判断した場合

（７）ポイントサービスの不正利用があった場合、または、不正な
もしくは濫用的な利用があったと推認する合理的な理由があっ
た場合

（８）当社または提携先その他の第三者の営業の妨害、またはブラ
ンドイメージもしくは信用を毀損すると判断される言動または
行為を行った場合

（９）民法上の代理権を与えられた者や未成年の会員の保護者から
エムアイポイント会員証等の利用停止またはポイント券の利用
停止の要請があった場合

（１０）本特約及び提携先の規約・特約など、ポイントサービスま
たはその他のエムアイポイント会員向けの各サービスを利用す
る際に適用される各規約・特約のいずれかに違反した場合

（１１）当社所定の場合を除き、重複してエムアイポイント会員と
しての登録申込が行われた場合

（１２）反社会的勢力と何らかの関わりがあったことが判明した場
合

（１３）その他、エムアイポイント会員として不適切な行為があっ
た場合、または、当社もしくは提携先がエムアイポイント会員
として不適切と判断した場合

２．エムアイポイント会員は、前項により、ポイントサービスの利
用を停止された場合、当社及び提携先が利用停止の原因が解消し
たものと判断し、ポイントサービスの利用の再開を認めない限り、
当社または提携先においてポイントサービスを利用することがで
きません。

３．本条第１項各号に該当した場合、当社及び提携先は、新たに、
エムアイポイント会員から、エムアイポイント会員の新たな申込
みを受けることができなくなる場合があります。

４．本条第１項各号に該当しない場合であっても、当社の定める一
定期間内に、ポイントサービスのご利用がない場合、当社及び提
携先は当該エムアイポイント会員に事前に通知することなく、エ
ムアイポイント会員の資格を喪失させることがあります。

５．当社にて本条第１項の措置をとる場合、当社から、当該エムア
イポイント会員に対して、その理由を説明しない場合もあります。

６．当社による本条第１項の措置により、エムアイポイント会員に
何らかの損害が生じたとしても、当社は一切責任を負わないもの
とします。

第２２条（ポイントサービスの一時中断、中止について）
１．当社及び提携先は、以下のいずれかの事由が生じた場合、ポイ

ントの付与もしくは利用、ポイントの移行、ポイント交換、ポイ
ント券との引換え、ポイント券の利用その他のポイントサービス
の一部または全部の提供を一時中断、または中止することがあり
ます。それによりエムアイポイント会員に損害が生じても、当社
及び提携先は、それについて一切責任を負わないものとします。

（１）天災等の不可抗力の場合
（２）通信事業者・電気供給事業者その他当社または提携先の委託

先の責に帰すべき事由がある場合

（３）エムアイポイント会員証の磁気不良、破損が生じ、またはデ
ジタル会員証が記録されたモバイル端末機器の破損、故障、不
具合その他の理由により利用できなくなった場合

（４）ポイント付与、利用、移行、交換及びポイント券との引換え、
ポイント券の利用等のサービスの提供に係る当社及び提携先の
各社もしくは委託先の機器、装置、システム、ソフトウェア等
に不具合等が発生した場合

（５）当該機器、装置、システム、ソフトウェアの保守点検、設備・
プログラムの変更及び更新、その他業務上必要がある場合

（６）その他やむを得ない事情がある場合
２．当社及び提携先は、前項の事由がない場合であっても、エムア

イポイントウェブサイトへ掲載する等の方法で、エムアイポイン
ト会員に通知もしくは告知することにより、ポイントの付与もし
くは利用、ポイント移行、ポイント交換、ポイント券との引換え、
ポイント券の利用その他のポイントサービスの一部または全部を
一時中断、または中止することができるものとします。この場合
も、当社及び提携先はそれについて一切責任を負いません。

第２３条（免責事項）
１．エムアイポイント会員以外の者によって、エムアイポイント会

員証等が提示されもしくは指定ＩＤ及びパスワードが入力された
とき、またはポイント券が提示されたときは、当社は、当社に故
意または重過失がある場合を除き、当該エムアイポイント会員以
外の者の利用について、当該エムアイポイント会員に対する責め
を負いません。

２．当社が本特約において定める場合または特に定める場合を除き、
エムアイポイント会員がポイントサービスにより便益を取得した
ことによってまたはポイントサービスにより取得した便益を喪失
もしくは享受しえなくなったことによって、エムアイポイント会
員に不利益または損害が生じた場合であっても、当社は一切その
責めを負いません。

第５章＜個人情報の収集・保有・利用・提供・預託に関する同意条項＞
第２４条（個人情報の取扱い）

１．当社は、本章の各条項に従って、エムアイポイント会員の個人
情報（個人情報の保護に関する法律に定義する「個人情報」を意
味します。以下、「個人情報」といいます。）を、取り扱うものと
します。

２．エムアイポイント会員がクレジットカード会員である場合は、
クレジットカード会員規約における個人情報の収集・保有・利用・
提供に関する同意条項に加えて本章の各条項が適用されます。な
お、万一、クレジットカード会員規約における個人情報の収集・
保有・利用・提供に関する同意条項と本章の各条項の間に矛盾齟
齬があり、当該各条項が両立して適用されるように合理的に解釈
することができない場合、クレジットカード会員規約における個
人情報の収集・保有・利用・提供に関する同意条項が優先して適
用されます。

第２５条（個人情報の収集・保有・利用・提供・預託の同意等）
１．（同意）

エムアイポイント会員（申込者を含みます。以下同じ。）は、当社、
共同利用会社及び提携先が、本条以下の各条項に従って、エムア
イポイント会員の個人情報につき、必要な保護措置を講じたうえ
で、個人情報を収集、保有、利用、提供及び預託を行うことに同
意するものとします。

２．（個人情報の項目）
当社、共同利用会社及び提携先は、次項に定める利用目的のため、
以下の個人情報につき、必要な保護措置を講じた上で、適正な手
段により、収集、保有、利用、提供及び預託します。

（１）登録日及び登録情報の変更時に登録したエムアイポイント会
員の氏名、性別、生年月日、住所、電話番号、メールアドレス
等の属性に関する情報（これらの情報に変更が生じた場合、当
社が知り得た変更後の情報を含みます。以下同じ。）

（２）エムアイポイント会員の会員登録申込日、登録日、登録申込
店舗、会員番号、指定ＩＤ及びパスワード、会員登録状況、エ
ムアイポイント会員証等の利用停止、退会その他の状況等の契
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約内容に関する情報
（３）エムアイポイント会員のポイントの付与状況、ポイントの利

用状況、ポイント残高、ポイントが付与された店舗、ポイント
が利用された店舗、ポイントの付与及び利用の履歴、ポイント
の移行の履歴、ポイント券との引換え状況、ポイント券の利用
状況、ポイント券が利用された店舗、ポイント券との引換え及
びポイント券利用の履歴等、ポイント及びポイント券に関する
情報

（４）エムアイポイント会員のエムアイポイント付与対象店舗、エ
ムアイポイント利用可能店舗及びポイント券利用可能店舗にお
ける購入商品名、提供サービス名称、購入金額、サービス提供
金額、購入日時、サービス提供日時、購入店舗、サービス提供
店舗等、購買に関する情報

（５）エムアイポイント会員による意見、要望、アンケート調査等
への回答、問い合わせ等の音声情報、Ｅメールその他の情報

（６）エムアイポイント会員が当社のウェブサイトへアクセスし、
または当社のウェブサイトにおけるサービスを利用した場合に
おける閲覧履歴、当該サービス利用の履歴等の情報

（７）エムアイポイント会員のモバイル端末機器による位置情報
（８）ポイント交換及びその他のエムアイポイント会員向けの新た

なサービスを利用する際に提供される情報
（９）その他当社が個人情報の保護に関する法律を遵守した上でポ

イントサービスまたはエムアイポイント会員向けのその他のサ
ービスの申込み、提供、利用その他の事項に関連して適正に取
得する個人情報

３．（利用目的）
当社、共同利用会社及び提携先は、以下に掲げる利用目的のため
に個人情報を利用します。

（１）ポイント発行事業に関するサービス運営業務
①ポイントまたはポイント券の発行、計算、利用等ポイントサー

ビスの円滑な運営（エムアイポイント会員証等の発行を含みま
す。）のため。

②エムアイポイント会員に対して、書面、電話及び電子メール等
の電磁的な方法を含む各種通知手段（以下「各種通知手段」と
いいます。）によって、ポイント利用に関連して必要な連絡等
を行うため。

③ポイントサービスの一部または全部の廃止、運営の停止、エム
アイポイント付与対象店舗におけるポイントの付与またはエム
アイポイント利用可能店舗におけるポイントの利用の停止、ポ
イント券との引換えまたはポイント券利用可能店舗におけるポ
イント券の利用の停止、後継サービスへの引き継ぎ等、及びそ
れらに関連する業務を行うため。

（２）宣伝印刷物の送付等営業案内等
①エムアイポイント会員に対して、各種通知手段によって、ポイ

ントに係る各種キャンペーンやイベントの案内その他の営業案
内または情報提供を行うため。

②エムアイポイント会員に対して、各種通知手段によって、当社
及び当社が適切と判断する企業の行っている事業の様々な商品
情報・生活情報・アフターサービス・各種優待、その他のサー
ビス情報、宣伝印刷物の送付等、その他の営業案内または情報
提供を行うため。

③エムアイポイント会員に対して、各種通知手段によって、共同
利用会社及び当社と共同利用会社が適切と判断する企業が行っ
ている事業の様々な商品情報・生活情報・アフターサービス・
各種ご優待、その他のサービス情報、宣伝印刷物の送付等、そ
の他の営業案内または情報提供を行うため。

④エムアイポイント会員に対して、各種通知手段によって、提携
先及び当社と提携先が適切と判断する企業が行っている事業の
様々な商品情報・生活情報・アフターサービス・各種ご優待、
その他のサービス情報、宣伝印刷物の送付等、その他の営業案
内または情報提供を行うため。

（３）マーケティング分析等
①当社、共同利用会社及び提携先による商品の販売状況、サービ

スの提供状況、ポイントの付与・利用状況及びポイント券への
引換え・利用状況の調査及び分析その他のマーケティング分析
を行うため。

②当社、共同利用会社及び提携先による市場調査（アンケートの
お願い等）、商品開発や新たなサービスの考案、創造のため。

③当社のウェブサイト並びに共同利用会社及び提携先運営の各ウ
ェブサイトにおけるサービスの内容改善による利便性の向上及
び、エムアイポイント会員の興味・関心度の高い情報を当該エ
ムアイポイント会員に対して適切なタイミングで提供するため。

④提携先に対して、または当社、共同利用会社もしくは当社と提
携先が適切と判断する企業に対して、個人を特定できないよう
に加工したうえで、エムアイポイント会員の属性情報（性別、
生年月、郵便番号等）を提供し、エムアイポイント会員その他
の第三者に対して興味・関心度の高い情報を提供するため。

⑤提携先に対して、または当社、共同利用会社もしくは当社、共
同利用会社もしくは提携先が適切と判断する企業（当社のウェ
ブサイト及び提携先運営のウェブサイトにおける広告主及び広
告配信サービス事業者を含みます。）に対して、個人を特定で
きないよう加工した上で、上記①の分析結果を提供する方法等
により、エムアイポイント会員その他の第三者に対して、ライ
フスタイル提案等のためのマーケティングに活用するため。

（４）共同利用会社による利用
　当社と個人情報の提供に関する契約を締結した共同利用会社へ、

エムアイポイント会員の個人情報を、守秘義務を課す等の個人
情報の保護措置を講じたうえで、電子的媒体等による方法で提
供し、共同利用するため。なお、共同利用会社の名称、住所、
事業内容については当社のウェブサイトに掲載します。また、
新たに共同利用会社が追加変更された場合は、通知または公表
するものとします。

（５）個人情報の委託
　当社、共同利用会社及び提携先が、本特約に定めるエムアイポ

イント会員向けサービスの管理または運営に必要な業務（ポイ
ントその他の特典付与のための算定を含みます。）の一部また
は全部を、委託先企業に業務委託する場合に、当社、共同利用
会社及び提携先が守秘義務を課す等の個人情報の保護措置を講
じたうえで、業務の遂行に必要な範囲において、エムアイポイ
ント会員の個人情報を当該委託先企業に預託または提供するた
め。

（６）問い合わせ・苦情等への対応
　エムアイポイント会員からのお問い合わせ、苦情等に対し適切

に対応するため。
（７）ポイント交換その他

①ポイント交換及びその他のエムアイポイント会員向けのサービ
スを提供するため。

②当社事業及び提携先の事業における付帯サービスを提供するた
め。

③その他上記各目的に準ずるか、これらに密接に関連する目的の
ため。

第２６条（個人データの第三者への提供の制限）
当社、共同利用会社及び提携先は、第２７条に規定する場合を除き、
エムアイポイント会員の個人データを第三者に提供しないものとし
ます。

第２７条（個人データの第三者への提供の制限の例外的場合）
１．前条にもかかわらず、以下のいずれかに該当する場合に限り、

当社、共同利用会社及び提携先は、エムアイポイント会員の個人
データを第三者へ開示または提供することができるものとします。

（１）エムアイポイント会員本人の同意がある場合
（２）各種法令の規定に基づき、公的機関等から開示、提供を求め

られた場合
（３）人の生命、身体または財産の保護のために必要な場合であっ

て、エムアイポイント会員の同意を得ることが困難である場合
（４）国または地方公共団体等が公的な事務を実施する上で、協力

する必要がある場合であって、エムアイポイント会員の同意を
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得ることにより当該事務の遂行に支障が出るおそれがある場合
（５）エムアイポイント会員の個人データを第三者に提供するにあ

たり、予め、①当社の名称及び住所並びにその代表者の氏名、
②第三者への提供を利用目的とすること、③第三者に提供され
る個人データの項目、④第三者に提供される個人データの取得
の方法、⑤第三者への提供の手段または方法、⑥エムアイポイ
ント会員の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第
三者への提供を停止すること、⑦その他法令で定める事項をエ
ムアイポイント会員に通知し、またはエムアイポイント会員が
容易に知りうる状態に置いておくとともに、エムアイポイント
会員の求めに応じて第三者への提供を停止する措置を取る場合

（６）第２５条第３項第（３）号に定めるとおり、個人を特定でき
ないように加工したうえで、個人データを第三者に開示または
提供する場合

（７）合併、会社分割、営業譲渡その他の事由による事業の承継に
伴って、当該取引の相手方及びその関係者に提供する場合

２．前項に基づき第三者にエムアイポイント会員の個人データを開
示・提供する場合には、当社、共同利用会社及び提携先は、当該
第三者との間で個人情報の取扱に関する取り決めを行い、個人情
報の保護に万全を期するものとします。

第２８条（個人データの開示・訂正・削除等）
エムアイポイント会員は、当社に対して、エムアイポイント会員自
身の個人データその他法令で当社に開示が義務づけられている情報
を開示するよう請求ができます。開示請求により、万一当社が保有
する個人データの内容が不正確または誤りであることが明らかにな
った場合には、当社は、速やかに当社が保有する当該データの訂正
または削除に応じるものとします。エムアイポイント会員は、個人
データの開示・訂正・削除等については、当社所定の問い合わせ窓
口に届け出るものとします。当社は、お問い合わせ窓口にて、開示
等の手続き（受付窓口、受付方法、必要な書類、手数料等）の詳細
について回答します。

第６章＜雑則＞
第２９条（準拠法）

本特約の成立、効力、履行および解釈に関しては、日本法が適用さ
れるものとします。

第３０条（協議および合意管轄）
１．本特約に関連して、エムアイポイント会員と当社または提携先

の間で争いが生じた場合は、エムアイポイント会員と当社または
提携先との間で誠意をもって協議し、解決するものとします。

２．前項に基づき協議したにも関わらず、エムアイポイント会員と
当社または提携先との間の紛争が解決できなかった場合は、エム
アイポイント会員の住所地、または当社もしくは提携先の本店も
しくは営業所を管轄する地方裁判所または簡易裁判所を第一審の
管轄裁判所とします。

【お問い合わせ・ご相談窓口】
●�商品等についてのお問い合わせ

ご利用いただいた店舗へお問い合わせください。

●各種お問い合わせ
�本規約、カード、エムアイポイント、その他カードに関するサービ
ス、個人情報の開示、訂正、削除の申し出及び宣伝印刷物送付等営
業案内中止の申し出等個人情報についてのお問い合わせ及びご相談、
支払停止の抗弁に関する書面については下記にお問い合わせくださ
い。
株式会社エムアイカード　お客さまサービスセンター
０１２０－３２３－６３２

●苦情のお申し出・ご相談
苦情のお申し出、ご相談については下記にご連絡ください。
株式会社エムアイカード　お客さま相談室
０３－６６３５－５５８２

（受付時間　午前１０時～午後５時　土・日・祝日、年末年始を除く）

※こちらは苦情、ご相談専用窓口となります。退会受付、各種お問
い合わせは、上記お客さまサービスセンターへお願いいたします。

株式会社エムアイカード
〒１０４－６２１２　東京都中央区晴海１－８－１２
登録番号：関東財務局長　第００７４７号

カード紛失・盗難のお届けは  ０３－６６２６－０３３８

ショッピング分割払い・リボルビング払いのご案内

別表

■�ショッピング分割払いの支払回数、支払期間、及び分割払手数料の
料率（会員規約第３１条３項）

ａ．支払回数 ２回 ３回～３６回

ｂ．支払期間 ２カ月 ３カ月～３６カ月

ｃ．�分割払手数料の料率 なし １５．００％

■�ショッピングリボルビング払いの手数料の料率（会員規約第３１条
５項）

実質年率１５．００％（月利１．２５％）

■ショッピング・分割支払金の算定例

支払回数 実質年率
代金100円
あたり分割
払手数料

利用代金 分割払
手数料

分　割
支払金
合計額

分　割
支払金

（月額）
3 回払

15. 00%

2. 510

100, 000

2, 510 102, 510 34, 170
4 回払 3. 140 3, 140 103, 140 25, 785
5 回払 3. 780 3, 780 103, 780 20, 756
6 回払 4. 420 4, 420 104, 420 17, 403
7 回払 5. 060 5, 060 105, 060 15, 008
8 回払 5. 710 5, 710 105, 710 13, 213
9 回払 6. 350 6, 350 106, 350 11, 816
10回払 7. 000 7, 000 107, 000 10, 700
11回払 7. 660 7, 660 107, 660 9, 787
12回払 8. 310 8, 310 108, 310 9, 025
13回払 8. 970 8, 970 108, 970 8, 382
14回払 9. 630 9, 630 109, 630 7, 830
15回払 10. 290 10, 290 110, 290 7, 352
16回払 10. 950 10, 950 110, 950 6, 934
17回払 11. 620 11, 620 111, 620 6, 565
18回払 12. 290 12, 290 112, 290 6, 238
19回払 12. 970 12, 970 112, 970 5, 945
20回払 13. 640 13, 640 113, 640 5, 682
21回払 14. 320 14, 320 114, 320 5, 443
22回払 15. 000 15, 000 115, 000 5, 227
23回払 15. 680 15, 680 115, 680 5, 029
24回払 16. 370 16, 370 116, 370 4, 848

－42－ －43－



支払回数 実質年率
代金100円
あたり分割
払手数料

利用代金 分割払
手数料

分　割
支払金
合計額

分　割
支払金

（月額）
25回払

15. 00%

17. 060

100, 000

17, 060 117, 060 4, 682
26回払 17. 750 17, 750 117, 750 4, 528
27回払 18. 440 18, 440 118, 440 4, 386
28回払 19. 140 19, 140 119, 140 4, 255
29回払 19. 830 19, 830 119, 830 4, 132
30回払 20. 540 20, 540 120, 540 4, 018
31回払 21. 240 21, 240 121, 240 3, 910
32回払 21. 950 21, 950 121, 950 3, 810
33回払 22. 650 22, 650 122, 650 3, 716
34回払 23. 370 23, 370 123, 370 3, 628
35回払 24. 080 24, 080 124, 080 3, 545
36回払 24. 800 24, 800 124, 800 3, 466

支払額の具体的算定例は、下記のとおりとなります。
Ａ．利用代金　　　　　�１００，０００円、１０回払い（頭金なし）

の場合（実質年率：１５．００％）
　　分割払手数料　　　�１００，０００円×（７．０００円／ 

１００円）＝７，０００円
　　分割支払金合計額　�１００，０００円＋７，０００円＝ 

１０７，０００円
　　分割支払金　　　　１０７，０００円÷１０回＝１０，７００円

Ｂ．利用代金　　　　　�１００，０００円、２４回払い（頭金なし）
の場合（実質年率：１５．００％）

　　分割払手数料　　　�１００，０００円×（１６．３７０円／ 
１００円）＝１６，３７０円

　　分割支払金合計額　�１００，０００円＋１６，３７０円＝ 
１１６，３７０円

　　分割支払金　　　　１１６，３７０円÷２４回＝４，８４８円

Ｃ．利用代金　　　　　�１００，０００円、３６回払い（頭金なし）
の場合（実質年率：１５．００％）

　　分割払手数料　　　�１００，０００円×（２４．８００円／ 
１００円）＝２４，８００円

　　分割支払金合計額　�１００，０００円＋２４，８００円＝ 
１２４，８００円

　　分割支払金　　　　１２４，８００円÷３６回＝３，４６６円
　　（注）支払期日によって前述の表と異なる場合があります。

■ショッピング・リボルビング払いの算定例
リボルビング払いのお支払額定額算出表

残高スライド
３千円コース

利用代金の残高 弁済金
～１００，０００円 ３，０００円
～１５０，０００円 ５，０００円
～３００，０００円 １０，０００円
～６００，０００円 ２０，０００円
～９００，０００円 ３０，０００円

～１，２００，０００円 ４０，０００円
～１，５００，０００円 ５０，０００円

※以降、利用代金の残高３０万円ごとに１万円ずつスライド

残高スライド
５千円コース

利用代金の残高 弁済金
～１５０，０００円 ５，０００円
～３００，０００円 １０，０００円
～６００，０００円 ２０，０００円
～９００，０００円 ３０，０００円

～１，２００，０００円 ４０，０００円
～１，５００，０００円 ５０，０００円

※以降、利用代金の残高３０万円ごとに１万円ずつスライド

残高スライド
１万円コース

利用代金の残高 弁済金
～３００，０００円 １０，０００円
～６００，０００円 ２０，０００円
～９００，０００円 ３０，０００円

～１，２００，０００円 ４０，０００円
～１，５００，０００円 ５０，０００円

※以降、利用代金の残高３０万円ごとに１万円ずつスライド

残高スライド
２万円コース

利用代金の残高 弁済金
～６００，０００円 ２０，０００円
～９００，０００円 ３０，０００円

～１，２００，０００円 ４０，０００円
～１，５００，０００円 ５０，０００円

※以降、利用代金の残高３０万円ごとに１万円ずつスライド

残高スライド
３万円コース

利用代金の残高 弁済金
～９００，０００円 ３０，０００円

～１，２００，０００円 ４０，０００円
～１，５００，０００円 ５０，０００円

※以降、利用代金の残高３０万円ごとに１万円ずつスライド

残高スライド
４万円コース

利用代金の残高 弁済金
～１，２００，０００円 ４０，０００円
～１，５００，０００円 ５０，０００円

※以降、利用代金の残高３０万円ごとに１万円ずつスライド

残高スライド
５万円コース

利用代金の残高 弁済金
～１，５００，０００円 ５０，０００円

※以降、利用代金の残高３０万円ごとに１万円ずつスライド

弁済金の具体的算定例
利用残高１０万円の場合　支払期日２６日
弁済金１万円コース
１回目手数料充当分　�１００，０００円×（１５．００％×２１日÷

３６５日）＝８６３円
元本充当分　　　　　１０，０００円－８６３円＝９，１３７円
２回目手数料充当分　�（１００，０００円－９，１３７円）× 

１．２５％＝１，１３５円
元本充当分　　　　　１０，０００円－１，１３５円＝８，８６５円
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キャッシングサービス商品概要
（ご利用前に必ずご確認ください）

利用可能額
５万円～最高９０万円（注１）

利用可能額は「カード台紙」に記載されてい
ます。

実質年率 １７．９５％
遅延損害金（年率） １９．９４％
返済方式 リボルビング払い（注２）または　１回払い
返済日（注３） 毎月２６日（一部金融機関により２７日）
返済期間／回数 １～６０カ月／１～６０回
返済方法（注４） 原則：口座振替
資金使途 自由（但し事業用途は除く）
担保・保証人 不要

（注１�）入会時は申込書記載の希望額を上限に当社所定の審査により
決定します。

（注２�）リボルビング払いとは、残高スライド方式リボルビング払い
を指します。（下表を確認ください。）

（注３）金融機関が休業日の場合は、翌営業日が返済日となります。
（注４）当社指定口座へのお振り込みでも返済いただけます。
＊�前述の利率は１年を３６５日として計算するときの適用利率となり

ます。
＊�会員が当社との他の契約も含めた融資金の合計残高（ご利用可能額

の設定がある場合は、当該設定額と融資金残高の合計額となりま
す。）が１００万円以上となる場合、キャッシングサービスの利率
を実質年率１４．９５％に変更し、変更後の新規利用分から適用す
るものとします。

【キャッシングサービスに関するお問い合わせ】
株式会社エムアイカード
〒１０４－６２１２　東京都中央区晴海１－８－１２
０３－６６２７－０８９２

（受付時間　午前１０時～午後６時〈１月１日を除く〉）
ホームページ：https://www.micard.co.jp
登録番号：関東財務局長　第００７４７号
日本貸金業協会会員　第００１６８０号

日本貸金業協会　貸金業相談・紛争解決センター
０５７０－０５１－０５１
（受付時間　午前９時～午後５時
　　　　　  土・日・祝日、年末年始を除く）
〒１０８－００７４　東京都港区高輪３－１９－１５

■リボルビング払い　残高スライドＡコース
請求時残高（既請求分を除く） 請求金額（元利合計）

〜 50, 000円 5, 000円（注 1 ）
50, 001円〜100, 000円 8, 000円 　　　

100, 001円〜150, 000円 10, 000円 　　　
150, 001円〜200, 000円 15, 000円 　　　
200, 001円〜500, 000円 17, 000円 　　　

■リボルビング払い　残高スライドＢコース
請求時残高（既請求分を除く） 請求金額（元利合計）

〜200, 000円 10, 000円（注 2 ）
200, 001円〜300, 000円 15, 000円 　　　
300, 001円〜400, 000円 20, 000円 　　　
400, 001円〜500, 000円 25, 000円 　　　
500, 001円〜700, 000円 30, 000円 　　　
700, 001円〜　　　　　 50, 000円 　　　

（注１）�５，０００円または融資金等に係る残高のいずれか少ない額
となります。

（注２）�１０，０００円または融資金等に係る残高のいずれか少ない
額となります。

２０１７年７月２８日以降に入会の会員は、入会時には残高スライド
Ａコースが適用されますが、入会後にＢコースに移行したり、移行後
にＡコースに戻すことも可能です。
２０１７年７月２８日より前に入会の会員は、従来のコースと同内容
である残高スライドＢコースに設定されています。但し、当該日以降
にＡコースに移行したり、移行後にＢコースに戻すことも可能です。
尚、ご利用可能額を５０万円超とすることを希望の会員、または融資
金残高が５０万円を超える会員は、残高スライドＢコースのみのご提
供となります。

■主な返済例（残高スライドＡコース概算例）

利用金額 返済総額 返済期間・回数
内利息

100, 000円 114, 228円 14, 228円 19カ月／19回
200, 000円 237, 427円 37, 427円 28カ月／28回
300, 000円 368, 715円 68, 715円 36カ月／36回
400, 000円 516, 551円 116, 551円 45カ月／45回
500, 000円 686, 554円 186, 554円 55カ月／55回

■主な返済例（残高スライドＢコース概算例）

利用金額 返済総額 返済期間・回数
内利息

100, 000円 110, 340円 10, 340円 12カ月／12回
200, 000円 242, 410円 42, 410円 25カ月／25回
300, 000円 376, 782円 76, 782円 33カ月／33回
400, 000円 513, 913円 113, 913円 40カ月／40回
500, 000円 653, 195円 153, 195円 45カ月／45回
600, 000円 791, 955円 191, 955円 50カ月／50回
700, 000円 944, 071円 244, 071円 55カ月／55回
800, 000円 1, 070, 626円 270, 626円 57カ月／57回
900, 000円 1, 205, 449円 305, 449円 60カ月／60回

前述の「主な返済例」は７月６日に前述記載の金額をリボルビング払
いで利用し、毎月２６日に返済した場合で、且つ、返済期間中に新た
な借入を行わない場合の返済例（概算）となります。
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「融資明細書」送付に関するお知らせ

貸金業法並びに本会員規約第４１条に基づいて、キャッシングサ
ービスを利用の会員に、利用または返済の都度交付する内容を記
載した書面に代えて「融資明細書」（貸金業法第１７条第６項・
第１８条第３項の各項目を記載）を、登録の自宅住所宛に１カ月
に１回送付いたします。予めご了承ください。

■記載事項
ご契約内容：�契約日・利用可能額・融資利率・融資残高・ 

返済総額・返済期間・返済回数等
ご利用内容：�前月６日から当月５日までの新規貸付日・ 

貸付金額・返済日・返済金額等

■郵送日（交付日）毎月中旬
　　　　　　　　※「ご利用明細書」とは別に送付いたします。

■規定中の読み替えについて

１�．カード会員規約第３０条第３項に規定する「購入代金」とは、割
賦販売法令上、「現金価格」を表しております。

２�．カード会員規約第３１条第３項に規定する「利用代金に当社所定
の分割払手数料を加算した額」とは、割賦販売法令上、「支払総額」
を表しております。

３�．カード会員規約第３１条第３項に規定する「分割払手数料の料
率」とは、割賦販売法令上、「実質年率」を表しております。

４�．カード会員規約第３１条第５項に規定する「支払額」とは、割賦
販売法令上、「弁済金」を表しております。

５�．カード会員規約第３１条第５項、６項に規定する「手数料」とは、
割賦販売法令上、「包括信用購入あっせんの手数料」を表しており
ます。

６�．分割・リボ切替えサービス特約第１条第２項に規定する「手数
料」とは、割賦販売法令上、「包括信用購入あっせんの手数料」を、
「支払金額」とは、同じく、支払回数３回以上の分割払い、ボー
ナス時支払額指定分割払いの場合は「分割支払金」を、リボルビン
グ払いの場合は「弁済金」を表しております。

７�．ショッピング・分割支払金の算定例における「利用代金」とは、
割賦販売法令上、「現金価格」から「頭金」を除いた額を表しており、

「分割支払金合計額」とは、同じく「支払総額」を表しております。
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